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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２１年１０月２０日（火）午前１０時２分　開会

　　　　　　　　　　　　　　午後　２時１分　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員
委 員 長 野口　博  副委員長 川端福江  委　　員 村上英明
委　　員 三宅秀明  委　　員 森内一蔵  委　　員 三好義治

１．欠席委員
なし

　　　　
１．説明のため出席した者
市　長　森山一正 副市長　小野吉孝
市長公室次長　有山　泉 政策推進課長　山口　猛
人事課長　山本和憲 人権室女性政策課長　牛渡長子
総務部長　奥村良夫 同部次長兼財政課長　宮部善隆
同部参事兼総務防災課長　布川　博　　総務防災課参事　小原幹雄
消防長　石田喜好 消防本部次長兼消防署長　浜崎健児
同本部参事兼総務課長　北居　一　　　同課参事　明原　修

１．出席した議会事務局職員
事務局長　野杁雄三 同局書記　寺前和恵 

１．審査案件（審査順）
議案第４１号 平成２１年度摂津市一般会計補正予算（第４号）所管分
議案第４６号 摂津市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例制定の件　
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（午前１０時２分　開会）

○野口博委員長　ただいまから総務常任

委員会を開会いたします。

　最初に理事者からあいさつを受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。

　時節柄、いろいろ行事の中、きょうは

総務常任委員会をお持ちいただきまして、

大変ありがとうございます。

　新しく総務常任委員にご就任なされま

した皆さん方には、また１年間、何かと

お世話になりますが、どうぞよろしくお

願いしたいと思います。

　本日は、先日の本会議で付託されまし

た案件について、ご審査を賜りますけれ

ども、何とぞ慎重審査の上、ご可決賜り

ますよう、よろしくお願いいたします。

　一たん、退席いたしますけれども、ど

うぞよろしくお願いいたします。

○野口博委員長　あいさつが終わりまし

た。

　本日の委員会記録署名委員は、村上委

員を指名いたします。

　審査の順序につきましては、さきに議

案第４１号所管分の審査を行い、次に、

議案第４６号の審査を行うことに異議あ

りませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　異議なしと認め、その

ように決定いたします。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時３分　休憩）

（午前１０時４分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　議案第４１号所管分の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　奥村総務部長。

○奥村総務部長　それでは、議案第４１

号、平成２１年度摂津市一般会計補正予

算（第４号）の補足説明に先立ちまして、

国の補正予算の執行見直しに関し、総括

的にご説明申し上げます。

　国の平成２１年度第一次補正予算に係

る執行見直しについて、１０月１６日に

閣議決定されました。その中で、本市が

現在、議会提案させていただいておりま

す平成２１年度摂津市一般会計補正予算

（第４号）には、子育て応援特別手当、

学校耐震化の早期促進、地上デジタルテ

レビ対応、学校ＩＣＴ環境整備及び理科

教育設備の整備に係る補助金を計上いた

しております。

　子育て応援特別手当については、新聞

報道でも大きく取り上げられております

ように廃止となりますが、例えば、事務

レベルでは交付決定されている耐震補強

や理科教育設備整備補助金は、執行停止

処分はなされないとのことであります。

　また、その他の補助金については、情

報が錯綜しており、確実な情報収集に努

めているところでございます。

　これら補助金が停止となった場合、国

の財源のない本市単独事業として執行す

ることは困難でございます。そのため、

補正予算案として計上いたしております

が、未執行処分とさせていただかなけれ

ばならない項目が出てまいります。１２

月補正におきましては、それら項目を整

理し、減額補正をする予定でございます。

　また、平成２２年度の国の当初予算の

概算要求が提出されたもようであります

が、既存制度の変更の有無については全

く白紙の状態であります。今後、詳しい

情報を入手いたしましたら、皆様にご報

告申し上げたいと存じております。

　それでは、議案第４１号、平成２１年

度摂津市一般会計補正予算（第４号）の

うち、総務部の所管する事項につきまし

て、補足説明をさせていただきます。

　まず、５ページの第２表、地方債の補
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正、追加分の小学校校内ＬＡＮ整備事業

から、公民館地上デジタル対応設備改修

事業まで、いずれも国の補正予算に伴い、

新たに起債同意が見込まれるものでござ

います。

　６ページ、変更分の民間保育所施設整

備補助事業につきましては、補助対象施

設数が増加したことにより、起債の限度

額を変更いたすものでございます。

　次に、歳入につきまして、ご説明申し

上げます。

　１２ページ、款９地方特例交付金、項

２特別交付金、目１特別交付金は２６２

万９，０００円の増額で、交付額の確定

により増額いたすものでございます。

　款１４国庫支出金、項２国庫補助金、

目５総務費国庫補助金では、地域活性化・

経済危機対策臨時交付金を１億１，０６

９万円増額いたしております。

　なお、本交付金につきましては、ＤＶ

被害者臨時生活支援給付金給付事業、新

型インフルエンザ備蓄用品整備事業、事

務機器管理事業、地域活性化・経済対策

事業、学校等ＩＣＴ環境整備事業及び給

食調理場備品更新事業に充当する予定で

ございます。

　款１５府支出金、項２府補助金、目１

総務費府補助金では、緊急雇用創出基金

事業補助金１，３６８万８，０００円を

増額いたしております。

　なお、本補助金につきましては、学級

補助員配置事業、橋梁長寿命化修繕事業、

農業水路管理事業に充当する予定でござ

います。

　１４ページ、款１７寄附金、項１寄附

金、目１寄附金は４３２万７，０００円

の増額で、競艇寄附金を計上いたすもの

でございます。

　款１８繰入金、項２基金繰入金、目１

財政調整基金繰入金は、１億８，０７５

万９，０００円の増額で、今回の補正財

源を調整するため、財政調整基金繰入金

を増額いたしております。

　１６ページ、款２０市債、項１市債、

目１民生債は、補助対象となる民間保育

所の施設数が増加したことに伴い、７６

０万円を増額いたすものでございます。

　目４教育債は、国の補正予算に伴い、

３億６，９２０万円を計上いたすもので

ございます。

　款２１繰越金、項１繰越金、目１繰越

金は、１億９，２０４万３，０００円の

増額で、前年度繰越金を増額いたしてお

ります。

　続きまして、歳出につきましてご説明

申し上げます。

　１８ページ、款２総務費、項１総務管

理費、目１一般管理費は７２０万円の増

額で、公共用施設の地上デジタルテレビ

の購入に係る経費を計上いたしておりま

す。

　目１７財政調整基金費は、１億８，４

００万円の増額で、前年度実質収支の２

分の１相当額を財政調整基金に積み立て

るものでございます。

　次に、２２ページをご参照ください。

　款８消防費、項１消防費、目４災害対

策費は１５２万円の増額で、新型インフ

ルエンザ対策に係る経費を増額いたして

おります。

　以上、平成２１年度摂津市一般会計補

正予算（第４号）の内容補足説明とさせ

ていただきます。

○野口博委員長　続きまして、有山市長

公室次長。

○有山市長公室次長　それでは、議案第

４１号、平成２１年度摂津市一般会計補

正予算（第４号）のうち、市長公室に係

る部分につきまして、目を追って補足説

明をさせていただきます。
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　一般会計補正予算書の１８ページをご

らんください。

　款２総務費、項１総務管理費、目１２

女性政策費では、補正前の予算額１２７

万５，０００円に対して２２８万８，０

００円を増額し、補正後の予算額を３５

６万３，０００円とするものでございま

す。これは、ドメスティックバイオレン

スの被害により、平成２１年２月１日現

在の住民基本台帳または外国人登録原票

に登録、記載されていた居住地と、実際

の居所が異なっていたため、定額給付金

及び子育て応援特別手当を受給できなかっ

たドメスティックバイオレンス被害者と

その家族に対し、生活支援、子育て支援

を目的として、臨時生活支援給付金を支

給するための増額でございます。

　支給額につきましては、定額給付金及

び子育て応援特別手当と同額でございま

す。

　同じく１８ページ、款３民生費、項２

児童福祉費、目１児童福祉総務費のうち、

節３職員手当として計上しております１

７万５，０００円は、子育て応援特別手

当の給付事務に係る時間外勤務手当を補

正するものでございます。

　なお、さきにご説明申し上げましたド

メスティックバイオレンス被害者臨時生

活支援給付金の財源につきましては、一

般会計補正予算書の１２ページ、款１４

国庫支出金、項２国庫補助金、目５総務

費国庫補助金の地域活性化・経済危機対

策臨時交付金をもって、また子育て応援

特別手当の支給事務に係る時間外勤務手

当につきましては、目１民生費国庫補助

金の子育て応援特別手当事務取扱交付金

をもって全額をまかなうものでございま

す。

　なお、先ほど総務部長から補足説明の

ありましたように、この子育て応援特別

手当につきましては、補正予算として計

上いたしましたが、未執行とさせていた

だかなければならない項目でございます。

　以上、補正予算の補足説明とさせてい

ただきます。

○野口博委員長　以上で説明が終わりま

した。

　これから質疑に入ります。

　村上委員。

○村上英明委員　おはようございます。

　また、いろいろと私も勉強させていた

だきながら、総務常任委員としてこの１

年活動させていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

　先ほど補足説明も若干あったかと思い

ますけれども、何点かご質問させていた

だきますので、よろしくお願いいたしま

す。

　まず初めに歳入面なんですけれども、

１５ページでございます。

　雑入という中で、消防団員の安全装備

品整備等助成金ということで、４７万４，

０００円が計上されておりますけれども、

この歳入のするところの、出所と言いま

すのは、いわゆる消防基金というとこか

らというふうにだと思いますけれども、

出所の１点だけ確認をさせていただきた

いと思います。

　それから、歳出の２２ページですね。

　非常備消防費の歳出の部分で、この財

源の項目を変更されておりますけれども、

この関係もあるかと思います。その件も

含めて確認をお願いしたいと思います。

　それから、この２２ページの非常備消

防費の歳出の購入の内容について、再度

お尋ねしたいと思いますので、よろしく

お願いいたします。

　それから、１８ページでございますけ

れども、節１８の備品購入費ということ

で、先ほど若干ご説明があったかと思い
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ます。庁用の器具費７２０万ということ

で、これの内容についてお尋ねしたいと

思います。

　それから、同じく１８ページでござい

ますけれども、ドメスティックバイオレ

ンスの被害者の臨時生活支援給付金とい

うことで、先ほどご説明がありました。

　この周知方法について、お尋ねしたい

と思います。

　それからもう１点は、この受け付けか

ら給付までの事務的な流れについてと、

この２点をお尋ねしたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

　それから、２２ページの歳出のところ

でございますけれども、節１１の需用費

というところで、消耗品費が１５２万と

いうことで計上されております。先ほど

インフルエンザというご説明だったかと

思いますけれども、どういう形というか、

どういう品ですね、についてご説明をお

願いしたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　それでは、消防関

係補正の消防団員安全装備品整備等助成

事業についてのお問いだと思いますので、

お答えいたします。

　本事業の実施主体ですが、議員のご指

摘のとおり、消防団員等公務災害補償等

共済基金でありまして、本年の６月に消

防団員の安全装備品として防火衣一式、

と言いますのは、防火服、ヘルメット、

それと防火用長靴、これを３７セット、

助成要望いたしましたところ、７月に助

成の決定をいただいたものでございます。

　本装備品が一般財源から特定財源、こ

ちらの方に移行されますのは、これは当

初予算で計上しておりました。当初は一

般財源でございましたが、助成を受ける

ということで、特定財源、その他のとこ

ろでさせていただいたものでございます。

　内容ですが、物品につきましては、消

防団員の安全装備品でございまして、現

在、８０％装備しております消防団員の

防火衣、ヘルメット等でございますが、

そのうちの３７セットを今回購入し、残

りの約３０セットについては、また次年

度に装備していく予定でございます。

○野口博委員長　牛渡課長。

○牛渡女性政策課長　それでは、女性政

策課に係るご質問について、ご答弁申し

上げます。

　ＤＶ被害者臨時生活支援給付金の周知

方法と、受け付けから給付に関する流れ

についてというご質問でございますが、

まず、周知方法につきましては、平成２

０年度版の定額給付金の支給申請が１０

月６日、子育て応援特別手当の支給申請

が１０月１３日で終了することも考慮い

たしまして、市議会での審議を経て議決

を得られる１１月２日を基準日といたし

まして、ＤＶ被害者臨時生活支援給付金

制度をスタートさせたいというふうに考

えております。

　周知方法につきましては、何分、市内

居住者につきましては、市の広報、ホー

ムページ等を通じまして周知が可能であ

りますが、市に住民票を置いたまま他市

に転出をされ、逃れておられる方に周知

の方法といたしましては、例えば大阪府

内の男女共同参画関係課に情報を提供し、

最寄りのところに周知をいただく、ある

いは大阪府を通じて都道府県レベルで周

知をいただく、また身近なところにあり

ます大阪府の女性相談センターや子ども

家庭センターといった具体的な支援策を

講じておられる施設に情報提供して、周

知を図ってまいりたいというふうに考え

ております。

　それから、受け付けから給付に関する
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流れでございますけれども、まず１１月

１５日号あるいは１２月１日号で広報周

知後、関係課にも情報提供をさせていた

だきたいと考えております。

　給付の申し込みにつきましては、１２

月１日から３月３１日までの間で実施を

させていただきたいと思っておりまして、

制度の概要の説明あるいは給付対象者の

状況の聞き取り、申込書受理に係る流れ

につきましては、何分、ＤＶ被害者の状

況というのが個々に違いがあるかと思い

ますので、事前に電話によるお問い合わ

せをいただきまして、給付対象者の状況

に応じました必要書類等を確認し、申請

書様式等を対象者に送付することを予定

させていただいております。

　申し込み内容の確認については、関係

課等への照会で行う予定をしております。

その後、必要書類、提出いただきました

ものの書類審査を行い、給付決定をさせ

ていただき、原則、ご本人がご指定いた

だきました金融機関の方にお振り込みと

いう形で給付をさせていただきたいとい

うふうに考えております。

○野口博委員長　宮部次長。

○宮部総務部次長　１８ページ、総務管

理費の庁用器具費７２０万円の件でござ

いますけれども、これは２０１１年７月

に地上波テレビ放送がアナログからデジ

タル放送に切りかわるということでござ

いまして、公共施設のテレビにつきまし

ては、２０１０年度に予算化しなければ

ならないというふうなことになってまい

ります。それで今回、教育施設につきま

しては、今回補正を上げておりますけれ

ども、学校ＩＣＴ環境整備事業というこ

とで、これでデジタルテレビを整備する

ということになりますけれども、教育施

設以外の公共施設につきましては、今回、

国の補正予算で出てまいりました経済危

機対策臨時交付金が充てられるというふ

うなことでございまして、教育施設以外

の公共施設につきまして、４０台、１基

当たり１８万円ということで、７２０万

円を計上させていただいたものでござい

ます。

○野口博委員長　布川参事。

○布川総務部参事　消防費、災害対策費

に上がっております１５２万円の補正予

算について、説明させていただきます。

　今回、補正予算で計上させていただい

ておりますのは、発熱外来などを設置し

た際、医療従事者が使用します保護ガウ

ン、保護ズボン、保護キャップ、シュー

ズカバー、手袋をそれぞれ１，０００枚。

それと、公共施設管理用に１リットル入

りの手指の消毒剤３２０本を購入する予

算、１５２万円でございます。

○野口博委員長　村上委員。

○村上英明委員　最初の歳入の方の１０

ページの方の消防基金の件でございます

けれども、先ほど長靴、ヘルメット等々、

３７セット、次年度３０セットという形

でされておると思いますけれども、この

申請という中では、ほかにも照明設備だ

とか、いろいろと項目あったんじゃない

かなと思うんですけれども、それは長靴

とかそういう装備品ということでの限定

ということで、申請されたのかなと思う

んですけれども、その辺のちょっと、確

認だけ、１点だけさせていただきたいと

思います。

　それから、１８ページの庁用器具費で

ございますけれども、経済危機対策臨時

交付金を活用されてということで、教育

施設以外ということなんですけれども、

この１台１８万円ということで、例えば

市庁舎であるとか、例えばどこかの出張

所であるとか、そういう具体的にここと

いう、もし場所がわかれば教えていただ
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ければと思います。それか、公共施設、

もう全部行くんですよというような形で

計算されておられるのか、その辺だけちょっ

と１点確認をしておきたいと思います。

　ＤＶ被害者の臨時生活支援給付金でご

ざいますけれども、周知方法につきまし

て、市内に在住の方、市の広報なりホー

ムページでという話でございましたけれ

ども、これがなかなかちょっと行きにく

いところにあるんじゃないかなと思いま

す。その辺でお聞きすると、２６件とい

う対象の方がされておられるというふう

にお聞きしておるんですけれども、その

方々に、逆に言えば、直接周知すること

ができないのかということで、１点だけ

お聞きしたいと思います。

　それから次の消耗品費の件でございま

すけれども、消毒液、これからのインフ

ルエンザ、今、各地で流行しております

けれども、またしっかりこれは防御とい

うか、広まらない方向へ、しっかりと適

所に消毒液を置くとかいう形で、対応し

ていただければと、これは要望としてお

きますので、よろしくお願いいたします。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　ただいまお問いの

ありました整備事業の内容ですね。防火

衣一式、照明器具等も項目としてあるの

に、防火衣一式を選んだという理由でご

ざいますが、緊急の必要を感じ、当初予

算の中で要求したものでございます。そ

のほかにも、携帯無線でありますとか、

項目がございますが、優先順位、この面

から考えまして、防火衣一式を選択いた

しました。

○野口博委員長　牛渡課長。

○牛渡人権室女性政策課長　ＤＶ被害者

の方に直接周知することはできないかと

いうことのご質問でございますが、例え

ば男女共同参画センター等の相談事業で

現にかかわっていただいている方につき

ましては、私どもからも情報をお届けす

るということは可能かと思っております。

　また、子ども育成課を通じて、具体的

に子ども家庭センター等を通じ、母子寮

等への入所が確定された方、あるいは現

に生活保護等の扶助をお受けになってお

られる方、そういった方につきましては、

関係課のご協力を得ながら、周知に努め

てまいりたいというふうに思っておりま

す。

○野口博委員長　宮部次長。

○宮部総務部次長　デジタルテレビをど

の施設に何台というふうなお問いであろ

うかと思いますけれども、現在、テレビ

の配置されている施設ということで、調

査いたしましたところ、３７施設調査い

たしまして、２８施設にテレビがござい

まして、延べ６４台ということになって

おります。

　それで今回、デジタルテレビへの切り

かえということに当たりまして、既にデ

ジタルテレビが入っているという施設も

ございます。そこで、財政として、取捨

選択と言いますか、いたしまして、今回

につきましては、２７施設に４０台設置

するということでございます。この施設

につきましては、市役所、それからさく

ら苑、保育所、事業団、それから体育館、

消防本部、出張所、図書館等含まれてお

ります。

○野口博委員長　村上委員。

○村上英明委員　先ほどの消防基金から

の助成金という件でございますけれども、

このいわゆるこういうヘルメット、また

カッパ等々につきましては、ある面、消

耗品的なところもあるのかなと、そうい

うふうに思いますので、こういう基金を

活用したということで、そういうのをしっ

かりとと言いますか、大事にと言います
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か、という形で活用していただければな

と、そういうふうに思いますので、よろ

しくお願いいたします。

　それから、庁用器具費についてでござ

いますけれども、これも２０１１年７月

から地デジということへの対応というこ

とでありますので、この辺もしっかりと

今後の業務に支障のないようにというか、

しっかりと活用できるような形での配置

をまたお願いしたいと思います。

　ＤＶの件でございますけれども、一応、

言いましたように、掌握しておられるの

が２６件という形で聞いております。そ

ういう中で、１件も漏れない形で支給さ

れていくところにこの制度の意味がある

のじゃないのかなと、そういうふうに思

いますので、その辺ではＤＶの関係で受

け取れなかった方々への生活にもかかわっ

てくると思いますので、その辺で、１件

でも多く支給ができるように対応をお願

いしたいと思います。

○野口博委員長　ほかにございますか。

　三宅委員。

○三宅秀明委員　おはようございます。

　私も引き続き総務の委員として務めさ

せていただきますので、どうぞよろしく

お願い申し上げます。

　まず、１４ページの寄附金の項目でご

ざいます。

　競艇寄附金ということで４３２万７，

０００円上がっております。これはいわ

ゆる公営ギャンブルに属する項目であり

まして、昨今、公営のギャンブルについ

ては非常に減収著しいということであり

ます。今後、この今回４３２万というこ

とでございますけれども、減少していく

ような感も持っておりまして、４００万

といえば結構な金額でございますので、

見通しを今、お持ちであればお答え願い

ます。

　次に、先ほど議論もありましたけれど

も、地上デジタルテレビ、ページで言い

ますと１８ページの一般管理費に属しま

すが、先ほど村上委員とのお話で、質疑

応答では、いわゆる庁内のお話でござい

ましたが、これ、ただいまＣＭ等で国民

の皆様へということで、政府公報等もあ

りますけれども、対市民に対する考え方、

例えば地域活性化の補助金を活用した事

業を展開することも考えられますけれど

も、こういった点について一つお伺いし

ます。

　また、先ほど１基１８万円で４０台の

予定ということでございましたが、この

選定をどのようにしていくのか、既にも

う決まっておるのであれば、その過程を

お伺いいたします。

　次に、新型インフルエンザの対策でご

ざいます。

　これについて私は、昨年の１２月に本

会議でお伺いをしておりますけれども、

先ほど保護ガウンやまたアルコール等の

購入があるというお話でございました。

　昨年のとき、私はマスクに重点を置い

たお話をさせていただいておりますけれ

ども、今やマスクはどちらかというとつ

いでぐらいの内容で、どちらかというと

アルコールでの消毒がほとんどのメイン

になっているような感がございます。こ

れを受けまして、現在、持っておられる

新型インフルエンザ対策の方向性につい

てお伺いし、市と消防本部との見解につ

いて相違がないか確認をいたしたいと存

じます。

○野口博委員長　若干質問の内容を精査

していただいて、当委員会で答弁できる

という範囲も含めて、そういうしんしゃ

くして答弁をお願いします。

　宮部次長。

○宮部総務部次長　最初に、競艇寄附金
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の件でございますけれども、これは住之

江競艇の開催権を有します箕面市から、

開催権のない本市へ、その競艇事業の純

収益金の一部を交付いただいているもの

でございまして、寄附金協定書に基づき、

売上金の１，０００分の５に相当する額

をいただいております。

　それで、この今後の競艇寄附金の状況

ということでございますけれども、以前

には３，０００万円、２，０００万円と

いうような寄附金の状況がございました。

　それで、何度かこの配分の方法と言い

ますか、それが変更になってきておりま

す。それで、過去におきますと、平成１

３年度から１５年度につきましては、交

付なしというような時期もございました。

　これは競艇事業の盛衰もあろうかと思

いますけれども、再び１６年度から復活

いたしまして、傾向といたしましては減

少傾向にございます。それで、一昨年は

６７０万円、昨年は５４０万円、ことし

は４３０万円ということで、今後、再び

そういった事業が活発になって、寄附金

がふえてくるという状況はなかなか難し

いだろうと思いますし、それからこれは

箕面市さんの関係もありますので、箕面

市さんが各市との協議もありますけれど

も、配分方法をまた変更なさるというよ

うなこともございますから、先行きとし

てはちょっと不透明ということになろう

かと思います。

　それから、地上デジタル放送の市民へ

の対応ということでございますけれども、

財政といたしましては今回公共施設にと

いうことで、用意をさせていただきまし

た。それで、市民の方となってまいりま

すと、対象者として広く一般の方、それ

から社会的弱者の方、いろいろいらっしゃ

ると思います。それで、新聞の報道等に

よると、生保世帯にはチューナーを無料

で配布するとか、海外のイギリスではそ

ういうこともあったように思いますけれ

ども、今後そういったところにつきまし

ては、市全体としてまた考えていかなけ

ればならないかなとは考えております。

　ただ、現在のところは財政としては公

共施設に配備させていただきたいという

ことで、ご了解いただきたいと思います。

○野口博委員長　テレビの選定について

の考えがあれば。

○宮部総務部次長　申しわけございませ

ん。

　テレビの選定でございますけれども、

今回の補正計上に際しまして、３７イン

チ型の液晶テレビ、これを電気店さんに

見積書をいただいて計上いたしておりま

す。

　機種の内容と言いますか、３７型のテ

レビいろいろと種類もあろうかと思いま

すけれども、非常に一般的なテレビで見

積もったということでご了解いただきた

いと思います。

○野口博委員長　有山次長。

○有山市長公室次長　市民向けの地デジ

の対策ということで、私どもの持ってい

る情報として答弁させていただきたいと

思います。

　現在、国の方で、総務省なんですが、

外郭団体で、地域ごとに説明会を持つと

いう動きがございます。大阪については、

もう現在その説明会が行われておりまし

て、南部から順次北部に向かってくると

いうような予定、行程となっております。

　本市におきましては、１１月、１２月、

あるいは年を超えてという予定になって

おりまして、その要望等を、地域ごとの

要望等を政策推進課の方で取りまとめて、

最終的に総務省の外郭、あるいはその地

域割をしてその制度のご案内ということ

をさせていただきたいと思っております。
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　なお、平成１８年度に建築住宅課の方

で電波状態、地上デジタルに関する状況

の調査をしております。本市においては、

特別その受難というか、地デジによる受

信が難しいという場所はございません。

私どもの持っている電波障害施設の中で

は、駅前のフォルテの部分の影響を受け

る部分があるということで、そこだけが

建築住宅の調査では受信が少し難しいと

いうふうな結果でございます。

○野口博委員長　布川参事。

○布川総務部参事　それでは、インフル

エンザに係ります行政の対応とその方向

性ということだと思いますが、その点に

ついてお答え申し上げます。

　行政が直接、市民に対してできますこ

とは、啓発活動ではないかと考えており

ます。６月に補正予算で上げさせていた

だきましたマスク、消毒剤等の購入につ

きましても、今月末、来月半ばごろに消

毒剤、マスクが入荷するほど品薄になっ

ておるのが現状でございます。中にはも

う受注をしていただけないというメーカー

さんも出ているのが現状でございまして、

どれほどインフルの拡大予防に寄与でき

るかというのも、難しいところではない

かと思いますが、やはり行政ができると

いうのは啓発活動につながっていくんで

はないか、最終的にはそれになるんでは

ないかと考えております。

　また、医療行為に関しましては、医師

会が中心になるかと思いますが、行政と

いたしましても、十分、連絡調整、協調

しながら行っていかなければならないと

考えております。

○野口博委員長　浜崎次長。

○浜崎消防本部次長　先ほど委員のおっ

しゃられました質問にお答えいたします。

　委員がおっしゃっておるとおり、現在、

諸説はございますが、マスクとそれから

手指の消毒につきましてでございますが、

マスクにつきましては、保菌者が飛散を

させないという方に重点が置かれている

ような報道がなされております。しかし、

我々は市民と接しますものでございます

ので、市民の感情からいたしますと、や

はりマスクをして保菌を飛散させないと

いう、そういう心がけをしているという

アピールも必要でございますので、マス

クは必要だと思っております。

　それとやはり手指消毒につきましては、

これはもう一番大事なことでございます

ので、そちらの方を本来は重点を置くべ

きものであるとは私は思います。

　それと、消防といたしましては、消防

は市役所の一つの部局でございますが、

インフルエンザに関しましては、一番上

にインフルエンザ対策の本部会、そして

我々次長級でつくります幹事会、その中

で各部局が集まりまして、このインフル

エンザについてのいろいろな対応策を考

えております。

　特に消防本部といたしましては、まず

摂津市消防本部における業務継続計画と

いうものをもう既に策定いたしまして、

インフルエンザ、それからパンデミック

になった場合の対策は考えております。

市の方も、摂津市の全体の業務継続計画

を現在つくっておりまして、もう既に案

はでき上がっております。ということで、

我々もそれをベースにいたしまして、今

後もインフルエンザについての対策につ

いては継続していきたいと考えておりま

す。

○野口博委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　若干ややこしい質問で

あったかと思いますが、その点は失礼を

いたしまして、るるご答弁をいただきま

してありがとうございました。

　まず、競艇の寄附金の話でございます
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が、今回これ申し上げましたのは、ちょ

うどこの補正の４３２万というのが、若

手の人件費の１人分ぐらいかなという意

識がありまして、こういった額でも重要

な点があるんだぞということをお伝えし

たかったものでございます。

　この、先ほどご答弁にもありましたけ

れども、これは箕面市さんの主体となっ

た事業でございますので、こちらとして

どうこうできるものでないというのは重々

認識をしておりますが、そういった意義

の額の意味についてお考えをいただきた

いなというふうに思います。

　次に、地上デジタル放送についてお答

えいただいた分でございます。

　３７インチのものを業者から見積もり

をとって選定をしていくということでご

ざいました。これはいろいろと、もちろ

ん先ほどおっしゃいましたように機種は

ありまして、その発光ぐあいというんで

すかね、液晶によって、人によっては感

じ方が違ってきますので、メーカーの機

種によってはいろんな差が、微妙な差が

あります。そういった点も、仮に公共施

設で市民が見られるのであれば、考慮に

入れていくべきではないかなというふう

に思います。これは要望ということで、

よろしくお願いします。

　また、先ほど市長公室次長の方から、

外郭団体での調査や、あと電波状況の調

査等のご紹介をいただきました。これも

一つの地デジの移行に向けての流れであ

るというふうに認識はいたします。

　先ほどの私の質問からしますと、恐ら

くもうちょっと、この本委員会が所管す

る以外の部局が主にかかわってくるのか

なというような思いもありますので、そ

れにつきましてはまた、場を改めてお伺

いいたしたいと存じますので、よろしく

お願いいたします。

　新型インフルエンザの対策についてで

あります。

　先ほど総務防災課、また消防、双方の

観点からお答えをいただきました。

　もちろん医師会との協調とおっしゃっ

たこと、また消防においては業務継続計

画の策定、そして市の案をベースとした

協調という点は重要であろうかと思いま

す。

　ついきのうの新聞であったかと思いま

すが、医師向け、医療従事者向けのイン

フルエンザワクチンが既に足りないんじゃ

ないかというような報道がなされており

ました。この新型インフルエンザの相当

重要なポイントになってくるのは、いか

にしてその不安を惹起させないかという

点であろうかと思います。それは、被害

者が、例えば死者がどこどこで出たよと

か、重症者が何人出たよという報道はも

ちろん事実なんですけれども、それによっ

ていたずらに不安をあおるのではなく、

対処法をお示しすること、そして摂津市

内ではどのような状況があり、市はどの

ような対応をとっているという点を丁寧

に市民の方々に説明を申し上げることで

あろうかと思っております。

　個人情報等の兼ね合いもありますので、

どこどこでだれだれが何人というふうな

伝え方は難しいとは存じますが、先ほど

浜崎署長もおっしゃいましたけれども、

まず我々も心がけて、市の皆さんが相互

にまず自己管理をしていただき、もって

この市の全体の新型インフルエンザ対策

という点に努力をしていただきたいなと

いうふうに思っております。

　この点も一つ要望としてお願いをして

おきます。

○野口博委員長　そしたら、三宅委員の

質問は終わりました。

　三好委員。
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○三好義治委員　それでは、数点にわたっ

て質問させていただきたいというように

思います。それでは、今回のこの議案第

４１号で、主なことについてはいろいろ

緊急経済対策等の関係で、流動的な部分

も出てきているということは、総務部長

からお話をいただきました。その中で、

６月の定例会から継続しながら行ってい

る問いについてご質問させていただきた

いというふうに思っていますし、また財

政の基本的な考え方についても質問をし

ていきたいというふうに思っております。

　まず、歳入の関係で、３ページにも書

いてますし、１３ページにも書いており

ますが、本委員会にかかわる部分の中で

の地域活性化・経済危機対策臨時交付金

の１億１，０００万、さらに大阪府から

の緊急雇用創出基金事業補助金の１，３

６８万８，０００円について、これはも

う６月にもご質問もさせていただきまし

たが、まず地域活性化・経済危機対策臨

時交付金の１億１，０００万については、

６月の段階でもほぼ２億近くあった中で、

その中で６月では、一応インフルエンザ

等に使用していただくということで、可

決をいたしました。それ以降、こういっ

た緊急対策について、庁内でのプロジェ

クト的なことを構築した中で取り組んで

いくと、それまでの所管については、総

務もしくは政策で所管をしながら、それ

ぞれ事業計画が出た中で、原課におろし

ていくというような話を伺ったんですが、

これについて、今日までの議論について

まず第１点目をお聞かせいただきたいと

いうふうに思っております。

　それと、緊急雇用創出基金事業の補助

金につきまして、これについては、トー

タル金額が３，１００万を超えてると思

うんですね。まず、この大阪府の緊急雇

用創出事業のこの補助金については、３

か年において３，１００万という話を伺っ

ておりまして、６月の段階では、その２

０年度補正も入れながら、合計といたし

まして、２，１８４万８，０００円とい

う補正を組まれました。その折に話をし

ておりましたのが、２２年度、２３年度

におきまして、８６０万円を砂場清掃か

ら交通専従員に使用したいという考えを

表明されました。今回のこの１，３６８

万８，０００円は、冒頭申し上げました

歳入の部分ですから、歳出については所

管が変わりますので、基本的にそういっ

た歳入についてどういうふうな事業仕分

けをして、６月以降、どういうふうに取

り組まれたのかという点についてお聞か

せいただきたいのと、３，１００万とい

う数値というのは固定化されておったの

かということについて、お聞かせいただ

きたいというふうに思っております。

　それから、９ページの市債の考え、市

債については、５ページですね、地方債

の補正。今回、市債につきましては、３

億７，６８０万の市債が補正額で上がっ

ておりまして、補正前の額と今回の合計

をいたしますと３３億２，２２０万円と

なっております。それで、今回の市債で

現在高見込みに関する調書を提示してい

ただいておりますが、普通債でいきます

と、前年度末現在高で１７５億９，８５

９万円で、それから当該年度末の見込み

で１６３億ということの中で、減ってき

ていると思います。

　一方では、その他の部分で見ますと、

年度間でいきますと、この市債高がふえ

てきていると。この市債の考え方の中で、

もともと元金償還額を超えないというこ

との財政の方針が組まれておりまして、

今回の市債を入れますと、当初から見た

ら、元金償還３５億５，１１８万７，０

００円から、今回市債を発行することに
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よって３３億２，２００万になっており

ます。

　このまだ年度が、まだ１０月でござい

まして、１２月とまだ３月補正というこ

とも想定しますと、この基本的な考え方

についてぶれは生じてないのかという点

についてお聞かせいただきたいというふ

うに思っております。

　もう１点については、標準財政収入額

でこの交付金に算入されるというその他

の５項目についての市債の発行額も結構

ふえておりますが、本会議場でも部長が

言われておりましたが、私も指摘してい

るのは、摂津市というのは不交付団体で

あって、こういう交付金をあてにしてい

ても、実際に不交付団体であったら、こ

れは一方では赤字になった段階のときの

手だてであって、基本的にはその市債発

行額には間違いない部分であるというふ

うには一方で思ってます。もちろん、基

金、現金を持っておかなければならない

というような考え方も十分理解している

んですが、やはり借金をいかに抑えてい

くかという考え方も必要ではないかなと

いうふうに思っておりまして、その辺に

ついての財政当局の考え方をお聞かせい

ただきたいと思っております。

　それと、もう１点の繰越金について、

今回の補正額が１億９，２０４万３，０

００円でございます。６月補正並びにそ

の前段での本会議で、専決処分を行った

繰越金の額がありまして、見込み額とし

ては、その５月出納検査を行って、６月

ぐらいにある程度は確定するという話を

伺っておりました。この繰越金の運用の

仕方で、６月補正の中で１億７，０００

万ほど使用されて、トータル３億６，６

００万の２分の１を基金に繰り入れをす

るということの中で、今回、総額が改め

てわかったわけでございますが、議会に

対して、もう少し早くわかる方法がない

のかなというふうに一方では考えており

ますし、さらにこれだけの見込みがあれ

ば、早い目の基金の積み立てという考え

方もあってもいいんではないかなという

ように思っております。この点について

お聞かせいただきたいなと思っておりま

す。

　それともう１点、歳出で、先ほど村上

委員も三宅委員も質問しておりましたが、

地上デジタルの関係でございまして、今

回は教育委員会もやりますし、公共施設

関係もやりますが、今、地上デジタルで

困っておる方は市民の方なんですよね。

電波障害に起きている、そのフォルテは

電波障害というのは公共機関でわかって

おりますが、各地域に行きますと、やは

りデジタルテレビを購入してて、アンテ

ナをやりかえてでも地デジが映らないと

いう今、現象面がありまして、さらにこ

の地デジを購入するにも購入ができない

という方々もおられます。とりわけ各自

治会においては、地デジのそのアンテナ

業者を独自で依頼をし、そこで電波をは

かっていただいているというのが、市内

の現状でございます。

　それについて、今回、公共施設だけの

デジタル化、テレビも買う、それから電

波も届くようにするという考え方につい

て、市民の目線で考えたときに、その地

デジ対応といって、国の施策によってア

ナログから地デジに変わった中で、行政

責任ということについてどういうお考え

を持っているのかという点についてお聞

かせいただきたいと、こういうふうに思っ

ております。

　以上で１回目を終わります。

○野口博委員長　宮部次長。

○宮部総務部次長　最初に、幾つかご質

問いただきまして、まず最初に、緊急雇

－13－



用創出事業でございますけれども、６月

補正に上げました緊急雇用創出事業につ

きましては、平成２０年度の国の第二次

補正予算で上がってまいりました分でご

ざいまして、摂津市として３，１００万

円、これが上限額として提示されており

まして、その分について６月補正を上げ

させていただきまして、後年度、２２年

度、２３年度事業も含めまして約３，０

００万円の事業といたしております。

　それから今回、第４号補正に上げさせ

ていただいております緊急雇用創出事業

につきましては、５月２９日に成立いた

しました国の２１年度の補正予算、これ

に基づく積み増し分ということでござい

まして、この７月３日に大阪府より通知

がございまして、本市といたしましては、

２１年度から２３年度の事業として追加

分、積み増し分５，６６６万１，０００

円の提示をいただいております。

　この分につきまして、今回、そのうち

の２１年度事業といたしまして、１，３

６８万８，０００円の事業を上げさせて

いただいたところでございます。

　事業の採択の経過というお話がござい

ました。緊急雇用創出事業、２０年度の

補正分につきましては、補正予算の折に

もご説明いたしましたけれども、２月に

国から通知がございまして、その間、１

か月ほどで事業を採択いたしまして、事

業計画を上げて、３月末に事業計画を上

げて事業を行ったというふうなことになっ

ております。

　それから、今回の分につきましては、

一度７月にまいりまして、各課に問い合

わせいたしましたけれども、２１年度分

は体制が整わないと言いますか、難しい

というようなことがございまして、２２

年度、２３年度ということで一たん考え

ておりましたけれども、大阪府より再度、

２１年度にできるだけ前倒しして事業を

してくれという通知がございましたので、

今回、水路台帳システム構築料、あるい

は橋梁保守点検委託料、それから学級補

助員賃金、３項目について、この１０月

の補正に上げさせていただいたというと

ころでございます。

　それから、経済危機対策臨時交付金で

ございますけれども、これは４月の２７

日にこういう交付金を含む補正予算を閣

議決定されまして、５月２９日に成立し

たわけでございますけれども、その前か

ら閣議決定に基づきましていろいろと説

明会もございまして、こういう交付金を

こういう事業でできますよ、やってくれ

というふうなことで、国からも府からも

通知がございました。そこで、一番最初

に動いたと言いますか、積極的であった

のは文部科学省でございまして、文部科

学省の方が今回補正に上げております学

習環境整備事業でありますとか、耐震整

備でありますとか、それから地上デジタ

ル対応、あるいは校内ＬＡＮというふう

なことで、非常に多くの事業、補助金に

基づく事業を上げてまいりまして、それ

には経済危機対策臨時交付金、それが今、

今回は未定でございますけれども、公共

投資臨時交付金、これが充てることがで

きるというふうなことがございまして、

積極的でございました。

　それで、５月の段階では、各課に事業

聞き取りをいたしましたけれども、上がっ

てまいりましたのがこういう教育委員会、

あるいは今回、形としてはなっておりま

せんでしたけれども、今回上げさせてい

ただいておりますプレミアム商品券、こ

ういったものがメニューとしては上がっ

てまいりました。そこで、できるだけ６

月の補正予算に間に合うように実施した

いと考えておりましたけれども、これも
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事業としてきっちりと、その事業として

報告するまで至らなかったものでござい

ますから、これは最終分として、この秋

の補正予算に上げようということで上げ

させていただいたところでございます。

　それで、６月につきましては、やはり

緊急ということで、議員おっしゃいまし

たインフルエンザ対策等、緊急を要する

事業として３，０００万円の事業を上げ

させていただいたところでございます。

　プロジェクトということでございまし

たけれども、この分につきましては、政

策推進課と協議いたしまして、財政課で

取り扱うというふうなことで、基本的に

は経済危機対策臨時交付金を使う事業に

つきましては、財政課としての考えとい

たしましては緊急を要するもの、それか

ら来年度以降、必ずや事業化しなければ

いけない事業、そういったものに充てて

いこうということで、今回の補正を上げ

ております事業になったものでございま

す。

　それと、市債の件でございますけれど

も、議員ご指摘のとおり、今回、補正後

の市債発行額が３３億２，２００万円、

それから２１年度の元金償還金見込み３

５億５，１００万円ということで、その

差としては２億３，０００万円足らずし

かございません。それで私ども、この市

債発行につきましては、従来より議員ご

指摘がございました元金償還金以内の市

債発行ということで、これを原則として

市債管理をしてまいりました。

　それで、今回、補正後、この金額とい

うことでございますけれども、今後予定

いたしております市債といたしましては、

今年度、非常に法人市民税が落ち込んで

おりますので、その分につきまして、現

在の試算で３億４，５００万円ぐらいの

減収補てん債、これを発行せざるを得な

いであろうと考えております。これをプ

ラスいたしますと、元金償還金以内とい

うことを超えてしまうわけでございます

けれども、そういったことで、この原則

守ることは非常に困難な状況と言います

か、今度、補正予算債も含めまして非常

に困難な状況となっております。

　ただ、法人市民税が非常に落ち込んだ

中で、法人市民税が前年度と比べまして

１２億円減少するというような中にあり

まして、原理原則にこだわって、歳入欠

陥になるよりは市債により財源を確保し

て、柔軟な対応ということが必要じゃな

いかと考えております。

　このように、一時的に市債発行は増加

いたしますけれども、今年につきまして

はやむを得ないことであろうと思います。

　ただ、原則がございますけれども、そ

の原則から外れて、今後モラルハザード

に陥ることのないように、財政を預かる

者といたしましては、厳しく律していか

なければならないのかなと考えておりま

す。

　それから、繰越金の件でございますけ

れども、今回、１億９，２００万円計上

いたしております。それで、実質収支に

つきましては３億６，６００万円の黒字

ということでございまして、それで決算

につきましては、５月末に締めまして、

６月の末にはあらかた見えてくるわけで

ございますけれども、今回、基金に積ま

ずに前期繰越分としておいたということ

につきましては、当初予算の段階でコミュ

ニティプラザの分がございましたので、

今後、その分で補正財源として必要であ

ろうということで、前年度剰余金につき

ましては繰越金として、一つの理由とし

ては置いておいたということがございま

す。

　それから、その実質収支等、決算の概
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要が早くわかる方法というふうなことで

ございますけれども、これは毎年７月に

は部長会議で決算の概要についてご説明

申し上げております。それで、その中で

普通会計でございますけれども、実質収

支の状況等、わかってまいります。この

分につきましては、議会の方にもできる

だけ早くわかるようにというふうなこと

でございますので、この分につきまして

は、特に総務常任委員会の皆様方につき

ましては、事前にご説明するなり、ある

いはご説明に伺うなりして、早くお知ら

せいたしたいと考えております。

○野口博委員長　奥村部長。

○奥村総務部長　それでは、公債費に関

しまして、私の方からまた補足させてい

ただきたいと思います。

　本市の財政運営で大きなウェイトを占

めますのは、やはり公債費対策であろう

というふうには私どもは思っております。

　その公債費の関係で、主な財政指標な

んですが、実質公債費比率がございます。

　平成２０年度決算の大阪府下各市、政

令指定都市を除きますが、実質公債費比

率の３１市の平均値は８.６６％でござ

います。ワースト１位は泉佐野市で１８.

４％、ベスト１位は茨木市の０.８％と

いうふうになっております。

　ちなみに平成１９年度決算では本市が

１３.９％、ワースト５位になっており

まして、これから考えますと、ある程度

は公債費比率については１９年から２０

年にかけまして改善されたのかなという

ふうに思っております。

　これはご承知のように、公債費比率は

３か年の平均でございますので、一番公

債費の多額な償還金でありました平成１

７年度が外れることによって、かなり数

字が改善したということが言えると思い

ます。

　他市の詳細の決算数字につきましては、

毎年自治大阪で、１１月号の別冊で出て

おります。それはまだ入手しておりませ

んので、各市の状況については平成２０

年度、まだ判明はしておりません。平成

１９年度の数字、１年古いわけですけれ

ども、これをちょっと紹介したいと思い

ます。

　普通会計と、公共下水道事業の地方債

現在高、それが標準財政規模と比較した

場合どうなるのか、いわゆる標準財政規

模の何年分の要は負債を抱えているのか

ということになろうと思います。これで

いきますと、大阪府下平均値は３.１４

４年分になっております。本市の場合は

３.４５９年分ということで、平均より

高くなっております。

　３１市中ワースト１２位という位置で

ありまして、ワースト１位は先ほど言い

ました泉佐野市、実質公債費比率が当然

高いということで、５.５４７年分の負

債を抱えておられます。ベスト１位は吹

田市というふうになっておりまして、１.

８９１年の負債を抱えております。

　議員ご指摘の市債発行に頼ることは、

やはり財務規律を侵すことになるんでは

ないかという懸念は十分承知しておりま

す。しかし、目前の収支不足を対応する

ためには、やはりやむを得ない処置かな

というふうに私どもは思っております。

　例えば平成２１年度、標準財政規模は、

今、試算のところでは１９８億６，８０

０万円であります。早期健全化基準は１

２.４％になるというふうに見込んでお

ります。これを単純に掛けますと、実質

収支は２４億６，３００万円強の赤字が

出れば、早期健全化団体に指定されてし

まいます。１２.４％ですが、これは単

年度でいきますと６.２％の赤字が出れ

ば、当然２か年合計になりますので１２.
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４％ということになります。そういうこ

とを考えますと、やはり基金を当然温存

しておかないと、これからの不況の時代、

乗り切れないんではないかなというふう

にも私どもは思っております。

　平成２１年度の予算を見ていただきま

すと、基金からは１０億円の取り崩し、

当初予算でやっております。それから退

職手当債、これ、数十年前には一度あっ

たような記憶あるんですが、ずっとやっ

ておりませんで、退職手当債５億円計上

しております。我々は基金からの繰入金、

１０億円であれば不用額で消せるという

ふうに我々は目論んでおります。それを

退職手当債５億円を発行しないとなれば

１５億円、これは不用額では返せない金

額になってくるであろうというふうに思っ

ております。そうなりますと、当然基金

が減少してまいります。

　平成１９年度末の基金残高は５３億ご

ざいました。平成２０年度末では４６億

８，０００万ということで、約６億３，

０００万ぐらいは減少させております。

そんなようなことから、やはり基金の温

存は、我々、今、目前の命題というふう

に考えております。

　それから、先ほどの中で交付税の算入

される市債のということでございました

が、確かに今現在は不交付団体でござい

ます。これが交付団体になれば、そうい

う発行の部分の需要額の算入が当然、交

付税として金額がおりてまいります。

　ちなみに、交付税の状況なんですが、

もちろん基準財政需要額と基準財政収入

額の差が交付基準額になります。ちなみ

に平成１８年でいきますと、４億９，２

００万の財源超過ということになります。

この１８年は、たばこ税の算入はもちろ

ん、実際、決算にはあったんですが、交

付税算入上では時期的な問題があって、

これは入っておりません。

　ところが、平成１９年、２０年になり

ますと、これが財源超過の分が３４億、

あるいは平成２０年でいきますと３２億

８，０００万ということで、かなり財源

超過になっています。平成２１年になり

まして、ここの分で１８億の財源超過に

なっています。もしこれが１８年のとき

のたばこ税の基準財政収入額なんですが、

約５億円計上されております。平成２１

年のたばこ税の分では１４億ほど計上さ

れております。差引９億円は収入額がふ

えております。もしこのたばこ税がなかっ

たら、１８億円の財源超過が１０億円弱

ぐらいになるというふうに我々見ており

ます。それと、今後法人税がどういうふ

うになっていくか、わかりませんが、も

し法人税が下がるとなれば、当然、基準

財政収入額も下がってまいります。そう

なりますと、需要額がオーバーになった

ときには交付団体に陥るやもわからない

と、そういうふうなことも我々は想定し

ております。

　それから、数日前に中期財政見通しを

お示しさせていただきました。ここ、毎

年今の時期に中期財政見通しを提示させ

ていただいているんですが、昨年といわ

ゆる前提条件がかなり変わっております。

その分は、たばこ税の分については条例

どおり５年間ということで、２２年まで

ということで一応試算をしておりました。

ところが、実際、今の財政状況から、財

政当局といたしまして、延長されること

を強く期待をしている立場から、希望的

観測でございますが、これを５年間延長

という形で収入を見ております。

　それから、資本費平準化債についても、

公共下水道のいわゆる事業の公債費償還、

多額になってまいりますので、できれば

２１年で切り上げたいというふうに私ど
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もは思っております。ところが、そうい

う財政状況の中で、これも要は今後も発

行し続けなければ収支が合わないという

ことになります。

　それから、臨時財政対策債につきまし

ては、一応、国の方針どおり、２１年度

で一応見ておりまして、２２年度以降か

らはどうなるやわからないということで、

これは見ておりません。

　それから、昨年とことしの大きな違い

は、退職手当債、ことしは５億円計上し

ております。来年はまた９億円の退職手

当債の計上をした後の収支の平成２７年

度までの収支状況でございます。それを

見ていただきますと、平成２４年度末で

は１０億円、基金の残高は１０億円台と

なり、２５年につきましては１０億円台

を割り込んでしまいます。先ほど言いま

したように、たばこの分を増収を延長し

たり、あるいは資本費平準化債を今後も

発行し続ける、退職手当債も発行し続け

る、それでなおかつ基金は減少していく

というような状況になりますので、我々

当面は、もちろんご指摘のように、起債

の発行を抑制して、後年度の起債償還を

抑制するというのは当然のことなんです

が、今ある目の前の危機いうのはやはり

収支のバランス、我々こういうふうに思っ

ておりまして、先ほど次長が言いました

ように、公債費の元金償還以上の発行と

いうのは、ここしばらくはやむを得ない

のではないかなというふうに思っており

ます。

○野口博委員長　有山次長。

○有山市長公室次長　地上デジタル放送

の市民に向けた支援ということでござい

ますが、総務省の方で用意しております

支援策でございますが、地上デジタル放

送のチューナーを無償給付ということで、

現在のアナログ波をデジタル化するとい

うチューナーでございますが、これは対

象者が生活保護などの公的扶助を受けて

いる世帯、障害者がいる世帯で、かつ世

帯全体が市町村民税非課税の措置を受け

ている世帯、社会福祉事業施設に入所さ

れている方、またチューナーだけの給付

ではなくて、チューナーだけで映らない

場合、アンテナ工事などが必要な場合で

すが、この場合につきましても、屋外ア

ンテナの無償改修、また共同受信施設の

場合はケーブルテレビをごらんになって

いる世帯の改修経費などの負担がメニュー

として上がっております。

　また、今、何らかの形で共同アンテナ

を立てられている、このケースにつきま

しては、共聴施設に改修する場合、それ

の費用の最大２分の１ということで、か

かっている戸数によるんですが、１世帯

３万５，０００円を超えた場合の部分に

ついての補助ということになっておりま

す。

　以上が総務省の用意している部分でご

ざいます。

　ただ、現実に今、お困りの方があると

いうことでございますが、市の方として

は、電波障害等の原因者がもともとその

責任を負うものというふうに考えており

ます。個別の原因者ということで対応に

なると思います。

　デジタル波の特徴といたしましては、

障害を受けた場合、映るか、映らないか

ということで、従前のテレビのように不

鮮明ながら見えるというような状況には

ないので、現実には地上波で見ておられ

た、アナログ波で見ておられた方でした

ら、このチューナーでの切りかえになる

かというふうに思います。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　それでは、２回目の質

問をさせていただきたいと思いますが、
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まず、地域活性化・経済危機対策の臨時

交付金について、その庁内体制がどうい

う体制できたのかという点と、その大阪

府の緊急雇用創出並びに市債の発行につ

いて、ちょっと一括で質問させていただ

きたいと思うんですが、まず、庁内体制

について、その政策と相談をしながら、

その財政が窓口になるという話の中で事

を進めてきたというふうに今、伺ったん

ですが、当初、こういう経済対策がきた

ときに、過去もありましたが、庁内でやっ

ぱりそういった組織だった活動をしなが

ら、現在まで摂津市が抱えている課題に

ついて、それに充当できるような体制づ

くりというのは、過去から話もしてきた

と思うんですよね。今回、その部分が見

えてないという点で、指摘をさせている

わけでございます。

　それと、緊急雇用創出基金と繰入金も

同等、同じような考え方なんですが、緊

急雇用創出基金事業の補助金を、先ほど

課長からご説明をいただいたその平成２

０年度の経済対策の中でのその３，１０

０万で３か年をやっていきたいというこ

との中で、６月補正で２，１８０万ほど

計上されました。３月の第五次補正予算

の段階で百数十万補正を組まれて、６月

末現在で２，３００万程度でございまし

た。残り８８０万については、先ほど言

いましたように草刈りとか、そういった

ところでトータル３，１００万ぐらいに

なる見込みをしておったと。

　今回、私はこの補正予算を見た段階で、

その１，３６８万８，０００円の補正が

出た段階で、これはその当時の予算を計

上しているなというふうに見ておりまし

た。先ほどのご答弁であったのが、この

７月に改めて、この緊急雇用創出基金事

業の補助金が摂津市に５，６６６万円の

枠があると内示があったというように伺っ

ておりまして、そのうちに１，３６８万

８，０００円だけを使わせていただくと

いう解釈でよろしいですね。残り、その

４，３００万について、その予算につい

ては、我々には明示をされてないわけで

す。初めて今、５，６６６万という数字

が明らかになって、その一部を今回補正

で使われると、残り４，３００万円につ

いては、どういうふうに運用されていく

のかな、それ以前に５，６６６万上がっ

てきた段階で、こういった大事な補正予

算、本会議が開会される以前の中で、や

はり以前、小泉内閣が三位一体改革、骨

太方針を出したときに、国の制度につい

ていろいろと提示もいただき、議論もし

てまいりました。税制改正があったとき

での改正もありました。これだけの４，

３００万もの、この１，３００万につい

てでもまだ疑義はあるんですけどもね。

　トータルその５，６６６万についての、

いつ内示がきて、どういう議論をされて、

これ、１，３６８万８，０００円は、我々

歳出まできょうは踏み込めないんで、そ

の歳出の部分でどういう論議をされてい

たのか。

　もう一方でのこの市債についての考え

方については、私も方針を聞いたときに、

やはり今の公債費比率が気になるし、経

常収支比率もやっぱり考えていかなけれ

ばならない部分の中で、そんなに公債費

の額と市債発行額のトータル額の中での

バランスを持っていた方がいいなという

感が持てるわけですね。歳入歳出を考え

ていったときに。

　今回のこの市債の発行額、本当に残念

なのは、歳出まで踏み込めないのが非常

に残念なんですが、今回、３億７，６８

０万の市債の多くは、教育委員会にかか

わる国の補助金に、言葉が悪かったらちょっ

と直してくださいね。ひも付的な市債を

－19－



発行してるわけなんですね。その中身を

見ますと、大規模改修に伴う部分の中で

市債発行額が認められ、大規模改修もし

くは新築事業に対してその附帯設備であ

るいろいろな事業が認められて、それに

対して市債を発行してるわけなんですよ。

　そういう事業の、今、予算があるから、

国の補助金があるからやりましょうとい

う考え方は、もともとその歳出で組まれ

ている分については、非常にほんま残念

ですわ、歳出まで踏み込めないから。歳

出に組まれている分については、２００

４年度から事業をやりなさい、やりなさ

い、やりなさいと言われてきた分を摂津

市は置いてきたわけなんですよ。

　それを今回、緊急経済対策という名の

もとに、大規模改修やっていきたい、そ

の中にそういった市債を発行しなければ

ならない、こういうことの考え方で、私

は我慢するんやったらもう１年ぐらい我

慢しなさいと。市債発行を。

　今回の市債発行額は３３億までありま

した。もともとの当初予算の中で、私は

今の退職手当、最高は９億までいけるの

に５億で辛抱して、本来は９億まで組ん

だ方がよろしいですよという提言までさ

せていただきました。そのときには、こ

れは一般債であって、基準財政収入額に

は算入されない分やから、基準財政収入

額に算入される分について、そういう目

線で見ていきたいと。

　一般起債については後年度負担になる

からという基本的な考えも聞かせていた

だきました。そのとき議論したのも、退

職手当債というのは、期限付の退職債で

あったわけです。それの考え方でいけば、

今回、まだ５億ほどふえてきてるんです

けどね。逆行する。それはもともと、基

本的な財政運営の考え方の中で、元金償

還を超えないという財政の基本的な考え

方がことしの３月当初予算までその考え

方があったから、私も一歩譲ったわけで

す。それが今回の６月補正からこの１０

月補正にかかわって、今、中期財政見通

しを見る中で、それにはこだわらないと

いうことで、考え方、政策が変わったわ

けですね、財政方針が。

　まさに今の財政を考えていったときに、

我々も常に気になっているのは、プライ

マリーバランスをいかに守っていって、

それを目標に持っていくかというのが、

財政運営上、本当に必要不可欠な考え方

だと思うんですね。その中に、自主財源、

依存財源を考えたときの起債のあり方、

それから基金の繰り入れのあり方、これ

によって、摂津市は黒字や黒字や言うて

るけども、本来そこに隠された部分につ

いては、借金財政であるではないかとい

うことを、前政権の経済対策の中でまた

出てきたのが、地方に押しつけてきた起

債発行なんですよ。その部分を本当に財

政として検証しなければ、地方自治体と

いうのは本当に崩れてまう。

　だから、今回のこの補正に臨むに当たっ

て、この市債発行額の３億７，６８０万、

これについての歳出の部分までいけない

けど、それを許可した財政としてのその

考え方ですね。補助金がつく、確かに今

年度限りの補助金やから、今年度やらな

いと大規模改修はできない。私はこの大

規模改修の中でも、耐震事業は優先的に

もやらなければならない事業やと思って

ます。その中で、せっかくやるから内装

までやろう、そこまではいけるけども、

せっかくやるんやからＬＡＮ工事までや

ろうとか、デジタル化をやりましょうと

か、２００４年からどんどん言われてき

たけどずっと置いてきたやつを一括でや

るよりも、計画的に、ああいうものは時

代とともに物すごく機種変更になってく
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るから、部分的で一回試験的にどうやね

んというような財政としての指導力、果

たせなかったんかなということをお聞か

せください。

　さっきの緊急雇用創出基金事業のその

補助金の５，６００万のそれの出し方、

それと今後の使い方についてお聞かせい

ただきたいというふうに思います。

　それから、繰越金の我々に対するその

提示のあり方についても、確かに出納閉

鎖をして、それから決算書が出てき、補

正が出てきて、初めて明らかに我々、見

るわけですね。さっきも言うてるその大

阪府の緊急雇用対策の５，６６０万も、

我々わからんかったわけですよね。もう

一方では繰越金の関係も不用額が３月末

でどの程度まで上がって不用額が出てく

るのか、明らかになったのは５月の段階

で専決処分を行ったときに、初めてそこ

に繰越金が使用され、６月補正で繰越金

が使われ、その当時でもトータル金額が

まだ定かでないと、ニュアンス的なこと

は話は伺いました。それからいうのが、

時期いうのはもう半年過ぎるんですよ。

　その中での財政運営を我々、議論せな

あかんわけですね。これについては、改

めて今度、ちょっと検証を、我々議会と

してでもまたお願いもしていきますし、

財政議論については、その部分について

は検証させてください。

　それから、今の地上デジタルのその総

務省が云々という、それは市民に対して

どういうＰＲを行政としてやっていこう

として、そういった電波障害が起こって

いるとこ、地デジというのは、改めてわ

かったけれども、アナログはこういうよ

うな周波数なんですよね。地デジという

のはパルス波系になってるから、オン、

オフだけなんですよ。そしたらもう、遮

蔽があったら全く映らないという部分の

中で、準工地域が非常に摂津市は多い、

そういったところの中で、住工混在のと

ころでは、なかなか民家のところが、過

去、ＵＨＦのアンテナは、これアナログ

でも全部つけてるんですよね。地デジは

ＵＨＦのアンテナでは吸収しますけど、

物すごく敏感やから、その部分で電波障

害が起きるんですよ。部分でね。本来、

周波数からいけば、物すごい鮮明にはな

るんですけど、何か障害物があったら物

すごい弱いんですよね。

　だから、そういったことが、地域にお

いて今、大変苦慮していることについて、

行政として総務省からそういう発信がき

ているやつをもっと膨らませて、摂津市

としてどうしていくんやということをお

聞かせいただきたいなと、そういうふう

に思ってます。

　公共施設はやっていくのが、公共施設

よりも私はまずは地域やと思うんですよ。

　先に市民のことをまず考えながら、並

行しながらでもやっていくべきやという

ふうに思ってますので、よろしくお願い

します。

○野口博委員長　宮部次長。

○宮部総務部次長　まず最初に、緊急雇

用創出基金事業の積み増し分でございま

すけれども、５，６６1万１，０００円、

これ通知まいっておりまして、これだけ

の大きな交付金、議会筋の方に何の説明

もないというふうなことでございますけ

れども、これは私どもも反省いたしてお

ります。この分につきましては、こういっ

た大きな交付金がまいりましたら、議会

の方々に、少なくとも総務常任委員会の

方々にはこういった基金がきております

ということで、お知らせさせていただき

たいと思います。

　それから、残りの５，６６６万１，０

００円の残りの金額でございますけれど

－21－



も、４，３００万円ほどになりますけれ

ども、今回の積み増し分につきましては、

大阪府から「大阪いきいき安全・安心作

戦」というようなことが出てまいってお

りまして、今回の５，６００万円の２分

の１以上につきましては、医療、介護、

福祉、この分野で雇用創出するようにと

いうふうなことで通知がまいっておりま

す。それで、福祉の方に問い合わせをい

たしまして、どんな事業があるかという

ことで、事業を上げていただきました。

　そこでは、今上がっておりますところ

では、特定健診、特定保健指導受診率向

上事業、これは医療分野ということでご

ざいます。それから、ひとり暮らしの高

齢者実態調査事業、認知症高齢者実態調

査事業、これは福祉分野ということにな

ります。それから、バリアフリーガイド

マップｉｎ摂津作成事業、それから、占

用許可台帳整理事業、これは環境という

ことで上がっています。

　こういった中で、これらの事業を合計

いたしますと、２２年度、２３年度事業

で３，７４０万円ほどの事業となってま

いります。それで、残り１，９００万円

程度になりますけれども、今回、２１年

度事業として、この１０月補正で１，３

６８万８，０００円を計上させていただ

いておりますけれども、２１年度中にも

う少し事業もございますので、１２月補

正等に計上してまいりたいと考えており

ます。

　それと、経済危機対策臨時交付金の件

でございますけれども、政策と協議いた

しまして、財政が中心になって事業採択

につきましては取り組みをさせていただ

きました。そこで、当初、経済危機対策

臨時交付金につきましては、現在では一

次分、あるいは最終分ということになっ

ておりますけれども、当時は６月末まで

に事業を出せというようなことでござい

まして、その中で事業を検討したわけで

ございますけれども、この時点、６月の

時点で、学校現場といたしましては、ど

うしてもこの学校通信技術環境整備事業、

これはやりたいというようなことでござ

いまして、市としてこれをやっていこう

というふうなことになりますと、これは

これだけで当時としては８，０００万円

ぐらいの経済危機対策臨時交付金という

ことになります。それで、残り６，００

０万円につきましては、インフルエンザ

対策の方で３，０００万円上げておりま

す。それで、残りの事業につきまして、

財政といたしまして予算査定も毎年いた

しております。その中で、どうしても今

後出てくるであろう事業を優先して採択

させていただいたというふうなことでご

ざいます。

　何分、期限が短かったということもご

ざいますけれども、予算的にも他市に比

べますと１億４，０００万円ということ

で、かなり少ない金額となっております

ので、経済危機対策臨時交付金の採択に

ついてはこのようにさせていただいたと

いうことでございます。

　それから、市債の発行についてでござ

いますけれども、補正予算債、確かに１

００％充当ということでございます。そ

れで、補正予算債がつくからというよう

なことで、私ども決して、教育委員会の

事業を採択したわけではございません。

今回、補正に上げております事業につき

ましては、耐震事業につきましては、小・

中学校、幼稚園の耐震補強工事でござい

ますけれども、これはことしの夏に耐震

診断が出てまいりまして、いずれもＩｓ

値０.３未満の物件、建物であるという

ふうなことで、必ずこれは今年度あるい

は来年度中にやっていかなければならな
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いというふうな事業でございまして、こ

の分につきましては、補正予算債も付き

ますし、それから、場合によりましては、

今、上がっておりませんけれども、公共

投資臨時交付金、これも、これは未定で

ございますけれども、つく可能性もある

ということで、今回の補正に上げさせて

いただいたというふうなことでございま

す。

　それから、小学校のＬＡＮ工事、ある

いはデジタル対応整備工事でございます

けれども、これはデジタルにつきまして

は、先ほどの質疑にもございましたけれ

ども、２０１１年７月には地上波デジタ

ル放送になるというふうなことで、これ

も必ず後年度ではやっていかなければな

らない事業でございまして、今回の補正

に上げさせていただいたということでご

ざいます。

　それから、ＩＴＣのパソコン、電子黒

板につきましては、これは補正予算債は

かませておりませんけれども、学校の学

習ＩＴＣの補助金と、それから経済危機

対策臨時交付金、これでことしはできる

というふうなことでございまして、これ

も今年度限りの補助金ということでござ

いますので、これは事業として上げさせ

ていただいたというふうなことでござい

まして、決して安易に、補正予算債がつ

くからということで、今回計上したもの

ではございません。今回、補正計上する

ことによりまして、将来の負担が軽減す

る、あるいは財政上有利である、それか

ら子どもたちの学習環境が飛躍的に整備

されるというふうなことを考えまして、

事業として上げさせていただいたという

ことでございます。

　それから、市債の件でございますけれ

ども、確かに１回目のご質問でございま

したけれども、普通建設事業債を今まで

絞ることによって抑制してまいりました。

それで、実際には普通債、普通建設事業

ではなくて、赤字債の割合が非常に近年、

多くなってまいっております。これは、

まず財政的に苦しいということもあろう

かと思いますが、年によっては発行額の

９割程度がその赤字債になるといった年

もございます。ことしもこういう法人市

民税の減収もございまして、赤字債の発

行ということになってくるわけでござい

ますけれども、２２年度以降、これまで

の市債管理をしてまいりましたので、元

金償還金につきましては、今後、年を追

うごとに少なくなってくると見込んでお

ります。その中で、このままと申します

か、今の原則として、元金償還金以内の

市債発行ということになってまいります

と、市債発行のボリュームと言いますか、

総額が少なくなってくるというふうなこ

とにもなります。そこで、またそういっ

たことになってまいりますと、新たな総

量規制というような、そういった枠をは

めて起債発行については考えてまいらね

ばならないと考えています。ある一定の

枠を決めますと、決めて将来、どれだけ

の公債費が発生するかというところを試

算いたしまして、その点につきましては

決めてまいりたいと考えております。

○野口博委員長　山口課長。

○山口政策推進課長　それでは、私の方

から地デジに関することについての２回

目のご質問にお答えしたいと思います。

　先ほど三宅議員の方からご質問いただ

いていることと少しダブるかもしれませ

んけれども、主に一般の方、いわゆる市

の公共施設による電波障害を受けている

方はもちろんのこと、それ以外の通常ア

ナログテレビを問題なく受信されている

方への周知についてはどうかという質問

のご趣旨であったと思いますけれども、
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まず皆さんへの対応としまして、先ほど

市長公室次長の方からも答弁ありました

とおり、総務省の外郭団体と申しました

けれども、これは正確に言いますと、総

務省大阪府テレビ受信者支援センターと

いうものが、ことしの２月に全国の都道

府県に設置をされております。こちらに

つきましては、今後、各市町村でもう済

んでるところもたくさんあるんですけれ

ども、約３０市町村で済んでいるという

ふうには聞いておるんですけれども、け

さ方、実はちょっと電話をかけたんです。

電話をかけて、予定では、ことしの１０

月初旬に摂津市の方に来ていただいて、

今後、一般への周知の仕方についてどう

するかというふうなことを協議するとい

う予定になっておりましたけれども、そ

の分についてちょっとおくれているとい

うことで連絡とりましたところ、全体の

予定が今、１か月ほどずれているという

ことで、来週、１１月の４日の週ぐらい

にこちらに訪問されて、どこの場所でど

のような形で一般の方への地デジ化に対

する説明会をするかということについて、

協議をしたいというふうなことがござい

ました。

　それを受けて、本来は１２月ごろから

一般の例えば小学校の体育館であります

とか、そういうふうなところを想定して

おるんですけれども、地域での説明会を

デジサポ主催でやろうということで考え

ておりましたけれども、その予定がちょっ

とずれまして、２月から３月になるとい

うふうなご返事でございました。

　それから、市独自で今まで一般の方向

けにやってきた分と申しますのは、これ

もデジサポさんの方にこちらに来ていた

だいてということになりますけれども、

４月の末に開催されました民生児童委員

さんの総会におきまして、パンフレット

をお配りして、一般の方が地上デジタル

放送を見るためにはどうすればいいかと

いうふうなことの説明会を、その総会に

合わせて開催をさせていただくとともに、

６月に行われました自治会の総会におき

ましても、デジサポの方から人員を派遣

いただいて、パンフレットとともに説明

をさせていただきました。

　また、先ほど次長の方からも説明ござ

いましたデジタルチューナーの無償給付

ですね。これはテレビの買いかえについ

ては、一切、このエコポイント以外、こ

れは支援策というのはございませんで、

そのデジタルチューナーの無償給付をい

わゆる室内アンテナの給付、または室外

アンテナの改修費用の助成ですね。この

ことにつきましては、詳細が決まりまし

たのが９月に入ってからということで、

申請の受け付けが１０月１日からという

ふうになってございます。本市といたし

ましては、１０月１日付の広報紙でもっ

てＰＲをさせていただくとともに、ホー

ムページの方におきましても、この６月

からですね、その他の支援策、先ほど次

長からもありました集合住宅の関係であ

りますとか、集合住宅のいわゆる共聴施

設ですね、それとあと電波障害共聴施設

の改修補助、これなんかについての詳細

説明がされております総務省の地上デジ

タル放送の支援センターの方とか、デジ

サポ大阪の方にリンクを張った中で、ま

た簡単なＱ＆Ａを載せてＰＲをしている

ところでございます。

　また、今現在、１０月１日から申請受

け付けされておりますデジタルチューナー

の無償給付につきましては、庁内で先ほ

ど対象がいわゆる生活保護等の公的扶助

を受けている世帯等、３種類ちょっと言っ

たと思うんですけれども、生活保護関係、

これは中国残留邦人の帰国者もそうなん
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ですけれども、これにつきましては、生

活保護世帯、本市で約８００ぐらいかと

いうふうに聞いておりますけれども、９

月のいわゆる現金支給のときに、約２０

０名の方に、ＮＨＫの受信契約申込書と

全額免除申請書というのを書いていただ

いて、送付をしております。ちょっとこ

ちらの対象の方につきましては、みずか

らテレビは見ておられるんですけれども、

ＮＨＫと受信契約をしているかどうかと

いうことすらちょっとわからないという

方もいらっしゃいましたので、ダブるか

もしれませんけれども、生活支援課を通

しまして、生活保護の世帯の方につきま

しては、今後もＮＨＫ受信契約の申し込

みと免除申請、これをやることによって、

これは総務省の方から委託されておりま

すＮＴＴ関連会社でございますけれども、

そちらの方が支援の申請の窓口になって

ございます。ＮＨＫの方からは、その全

額免除の申請書を受けて、申請資料が送

付されるというふうに聞いておりますの

で、生活支援課、それから社会福祉施設

に入所されている方に対しましては、障

害福祉課、それから介護保険課と連携し

ながら、この間も介護保険課の方からは、

市内にある老人福祉施設ですね、こちら

の方の施設管理者あてに、こういう支援

があるので皆さんに周知をしてください

というふうなことを文書でもってお伝え

をしたところでございます。

　また、今後とも、また何か動きがござ

いましたら、広報紙、ホームページ、そ

れから関係各課を通して周知に努めてま

いりたいと、このように考えてございま

す。

○野口博委員長　暫時休憩します。

（午前１１時５５分　休憩）

（午後　０時５９分　再開）

○野口博委員長　休憩前に引き続き、再

開いたします。

　資料も一応出ておりますので、その説

明をまずお願いしたいと思います。

　先ほどご答弁いただいていますので、

簡単にわかりやすくご説明をお願いした

いと思います。

　山口課長。

○山口政策推進課長　ゼムピンでとめさ

せていただいている分、三つ、ばらして

いただいたら三つございます。

　一つが、去る１０月１４日に、近畿総

合通信局の方から、一番最新の情報提供

があったものでございます。ちょっとこ

れ、とじ方が非常に見にくくなっており

ますこと、おわび申し上げます。

　この中の１枚、表紙めくっていただい

て、もう１枚めくっていただけますでしょ

うか。大阪府内ブロック別地上デジタル

放送移行への活動進捗状況という表がご

ざいます。この中で、摂津市は１番から

９番までの第９のグループですね。茨木、

高槻、島本、摂津という、こちらのグルー

プに入っております。

　現在の状況でございますけれども、各

市内でポイントを絞りまして、簡易の受

信状況の調査が４月から秋口にかけて実

施をされております。それから、デジサ

ポさんの方でつかんでおられる、いわゆ

る共同住宅ですね、そちらについて、あ

る程度つかんでおられるということで、

個別の対応もしていただいているところ

でございます。

　それから、ちょっと見にくいんですけ

れども、デマンド説明会はその都度実施

中ということになっておりまして、この

部分については、先ほど三好委員ご指摘

がございました地域の方、これはもう自

治会とは限らず、いろんなサークルであ

るとか、老人会であるとか、こども会で

も何でも結構なんですけれども、そちら
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の方から、いわゆるデマンドですので、

本市で言いましたら出前講座というふう

なもの、要求があったらそちらに出向い

て説明をさせていただくというふうな個

別の対応を現在されておるということで

ございます。

　先ほど、三好委員からもございました

とおり、自治会の会長さん、または民生

児童委員さんの方にはデジサポさんの方

から説明をさせていただいたところです

けれども、一般の方に対する周知、いわ

ゆるこういうことをデジサポさんの方で

出張でお願いしたらやってもらえますよ

というふうなことの周知については、はっ

きりとできておりませんでしたので、今

後適切に対応してまいりたいと考えてお

ります。

　それから、２枚目でございますけれど

も、地上デジタル放送受信のための支援

について、裏表の１枚物でございます。

　こちらにつきましては、先ほどから申

し上げておりますチューナーの無償給付

ですね、それの関係の部分の最新版のチ

ラシになっております。内容につきまし

ては、先ほど申し上げたこととほぼ同じ

でございますけれども、この支援受付期

間というのがございまして、ここの部分

につきましては、１０月１日の広報でも

お知らせしたところでございますけれど

も、ことしの受付期間につきましては、

１０月１日から１２月の２８日までとい

うふうなことになってございます。チュー

ナーの配布につきましては、申し込み順

と言ったら何ですけれども、随時される

というふうには聞いております。

　それから、そのチューナーの無償給付

につきまして、三つ、公的扶助を受けて

おられる方、それから障害者世帯で市民

税が非課税、全員非課税の世帯の方、そ

れから福祉施設入所の方に対する庁内の

連携ということで、一例として持ってき

たものが、この介護保険課から９月３０

日付で、２枚目の特別養護老人ホーム以

下八つの施設に対して出された協力依頼

と申しますか、周知の文書になっており

ます。

　今後とも、地デジ化によって、市内の

方で突然見えなくなると、アナログのま

んまで地デジ化されて見えなくなるとい

うことのないように、今現在、やっぱり

高齢者の方を中心に、テレビが唯一の楽

しみである、唯一の情報の収集の手段で

あるというふうなこともございますので、

このあたりはぬかりのないように、今後

努めてまいりたいと思いますので、よろ

しくお願い申し上げます。

○野口博委員長　宮部次長。

○宮部総務部次長　お手元の資料、７月

３日付の通知、それから２ページ目とし

て、国の平成２０年度補正予算、それか

ら３ページ目として２１年度補正予算分

ということでございます。

　それで、積み増し分につきましては、

この通知のとおり、２１年７月３日に５，

６６６万１，０００円、交付上限額、予

定額としていただいております。

　それから、当初、２０年補正分につき

ましては、２１年の２月６日に３，１３

２万円ということで、上限額通知いただ

いております。

　それで、２ページ目、平成２０年度補

正予算分でございますけれども、これは

２１年度当初予算分として、通学路安全

対策事業、これを１０９万４，０００円、

この事業につきましては、２２、２３年

度も事業実施いたしまして、各年度１０

９万４，０００円となっております。そ

れから、６月の第２号補正分でございま

すけれども、これは市民活動支援体制推

進事業２１０万円、事業所動向調査業務
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事業７２１万８，０００円、公園砂場消

毒清掃事業、これは２５３万６，０００

円、この事業につきましても２２、２３

年度事業実施いたしまして、各年度３３

１万８，０００円となっております。そ

れから、公園台帳整備事業、これが８９

０万円、合計いたしますと３，０６７万

２，０００円ということで、内示残額は

６４万８，０００円になってございます。

　それから、２１年度の補正予算分でご

ざいますけれども、これは今回の補正分

といたしまして２１年度事業でございま

すが、道路橋梁点検事業８００万円、水

路占用許可台帳整理事業４６０万円、教

員補助配置事業１０８万８，０００円、

それと内定と言いますか、決まっており

ます２１年度内の事業分といたしまして、

人事記録台帳電子化事業、これが２００

万円、以上が２１年度事業ということで

ございます。

　それから後年度事業分といたしまして、

特定健診・特定保健指導受診率向上事業、

これが１，０９６万８，０００円、これ

が２２年度、２３年度記載のとおりの事

業費となっております。それから、バリ

アフリーガイドマップｉｎ摂津作成事業

６５０万円、これは事業年度２３年度で

ございます。それからひとり暮らし高齢

者実態調査事業３５８万５，０００円、

事業年度は２２年度でございます。認知

症高齢者実態調査事業２７８万円、これ

は事業年度２２年度でございます。公園

台帳整備事業８９０万円、事業年度２２

年度となってございます。

　午前中の委員会におきまして、私、こ

の２１年度実施分で、水路占用許可台帳

整理事業４６０万円ございますけれども、

これは当初、２２年度事業に入れており

ましたけれども、前倒し実施するという

ことで、この２１年度の補正予算で上げ

させていただいております。先ほど、午

前中の答弁の中で、この水路占用台帳整

理事業を重複してカウントして申し上げ

ました。この分につきましては、訂正し

ておわび申し上げます。

　それから、この事業の合計でございま

すけれども、２１から２３年の事業とい

たしまして、４，８４２万１，０００円

ということで、内示残額は８２４万円と

なります。これは、２１年度の補正予算

分と合わせまして、内示残額につきまし

ては２２年度以降に事業化してまいりた

いと考えております。

○野口博委員長　そしたら、総務部長か

ら答弁お願いします。

○奥村総務部長　それでは、午前中に再

度質問のございました財政運営の基本的

な姿勢ということについて、私の方から

答弁させていただきます。

　それぞれ景気低迷期には、政府の方が

いわゆる公需をふやして景気浮揚策とい

うことで、大型の補正予算を組まれます。

平成２１年度におきましても、４月１０

日に決定されました経済危機対策、これ

では１４兆６，９８７億円という多額な

補正予算が計上されました。これに関連

いたしまして、地方財政におきましても、

地方公共団体が国の施策と歩調を合わせ

るために、事業を円滑に実施するために、

臨時交付金の創設が行われたところでご

ざいます。この臨時交付金以外にも、別

といたしまして、原則、地方負担額の１

００％まで地方債が充当できることとし

て、後年度においてその元利償還金の全

額を基準財政需要額に算入する予定とい

うふうに聞いております。元利償還金の

５０％については、公債方式によって、

地方債の発行額に応じて基準財政需要額

に算入すると。残り５０％につきまして

は、単位費用で措置をするというふうに
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聞いております。

　先ほど、財政課長の方から、無条件に

すべての財源がつくからということで採

択したわけではございませんが、財源的

なこういう措置がなされるということで

は、我々食指を動かされたことは否めな

い事実だというふうに思っております。

　それから、補正予算の１０ページにご

ざいますように、今回補正させていただ

いたものが１３億５，１１７万２，００

０円、これを財政調整基金１億８，４０

０万円引きますと１１億６，７１７万２，

０００円になりまして、確かに教育費の

歳出では７億４，５５１万８，０００円

ということで、実に６４％の多額な教育

費の配分となっております。この教育費

の配分につきましては、ここ１、２年で

当然取り組まなければならない事業の分

について、先ほど財源措置もありました

ので、そんなことを先取りをして実施を

させていただいたということでございま

す。

　それから、本市のみならず、地方公共

団体の根幹的な歳入というのは、やはり

市税でございます。市税の中には法人市

民税、それから個人の住民税、それから

固定資産税等々ございます。釈迦に説法

かもわかりませんが、景気のいわゆる好

況なときには物が売れる、それに対して

企業が物をつくる、それによって企業が

もうける、そこで働く社員の人について

は給料が上がる、また物を買うと、こう

いう好循環があります。この物が売れる

場合にも、やはり輸出で外需、特に今で

したら中国の方では年間の成長率が８％

というふうに聞いております。そこの中

国を相手に輸出が非常に盛んになる。た

だ、内需の分の個人消費については、な

かなか個人消費が上がらないというふう

に聞いております。そういう部分では、

双発エンジンの、いわゆる内需、外需の

双発エンジンの景気回復というのが望ま

れるんですが、実際のところは今、輸出

オンリーだけの片肺飛行になっておりま

す。

　それで、もちろん会社がもうけますと、

設備投資が行われます。そこに関連する

企業も、あるいは社員の方も給料が上が

ります。これらを考えますと、こういう

好循環のときはいいんですが、これが悪

循環の場合には企業がもうけない、そこ

に働く社員の人たちの賃金も下がってし

まう、そうなればどうなるかと言います

と、いわゆる法人市民税が下がってしま

う。平成１９年度決算から比較しますと、

約１２億円の減収が、ことしについては

見込まれます。それから、あとで、ボディー

ブローにきくように、個人の所得も当然

下がってまいります。そうなれば、個人

の住民税も下がってまいります。

　それから、一番安定的な財源でありま

す固定資産税ですが、ことしの大阪府の

発表によります地価公示、これは例えば

摂津市の場合ですと、住宅地区で４.８

％の減少、それから商業地区では５.１

％の減少、それから工業地区では５.８

％の減少となっておりまして、３年後の

いわゆる評価替えのときには、それほど

固定資産税も余り期待はできないと、こ

ういうのを考えますと、非常にこれから

の市税収入については、非常に危ない状

況になるんではないかなと思っておりま

す。

　それから、日銀の報告で、きょう新聞

に載っておったんですが、それぞれ各全

国の８地域のところでは、それなりに上

昇基調であるというふうに新聞にはなっ

ておりますが、いろいろ経済の専門家に

言わせますと、来年初めぐらいには２番

底がくるんではないかなということも懸
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念されております。今、第一次補正のい

わゆる一部執行差しとめで３兆円、２.

９兆円ですか、その分を来年の施策に実

現のための財源というふうに考えておら

れるみたいですが、一部新聞報道では、

二次補正の財源にもなるやもわからない

というようなことも報道あります。そう

いうふうに考えますと、これからの経済

は言いますと、急激に回復はなかなか無

理だろうというふうに思っております。

そういう部分では、長期的な不況が続く

ものとして、我々は財政運営をしていか

なければならないというふうに思ってい

ます。

　先ほど午前中にも言いましたように、

基金がある程度、去年から比べて６億ぐ

らい落としております。そういう部分で

は基金を温存し、ある意味では基金をむ

しろ積み増すぐらいの気持ちでなかった

ら、ここ５年、１０年は乗り切れないと

いうふうに私どもは思っております。

　そういうことから、いわゆる起債の元

金償還以上の発行もやむを得ないという

ふうに私どもは思っております。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　それでは、３回目の質

問をいたします。

　今、財政課長並びに総務部長からご答

弁をいただきました。最後に総務部長か

ら、これからの財政運営についての考え

方について、ご答弁をいただきました。

　私どもも、市債を発行するのを抑えな

がら、基金を温存するという基本方針に

ついては、いささかも食い違いはござい

ません。ただ、そういう今の経済情勢の

中で、そういう基本路線にのっとってや

るには、やはり行財政改革という部分の

行政、いわゆるコストダウンをいかに図っ

ていくかということが不可欠だというふ

うに思ってるんですよね。そういう中で、

今回のこの補正予算に組み込まれている

その歳入があって、その歳出を考えたと

きのその市債の発行額というのが、先ほ

どから私の質問で指摘している部分でご

ざいまして、その中でも、なかなか歳出

の部分まで、きょう、僕の口からはなか

なか所管外やから、言えないのが非常に

残念でございますけれども、要は耐震、

要は市民の安全という部分から考えたと

きの耐震補強とか大規模改修にかかわる

部分については、これまでの課題でした

ので、緊急経済雇用対策予算として組み

込まれていることは了としたいなという

ふうに思っていますが、ただ、一方での

その地上デジタル化の中で、今回も学校

関係とか公共施設関係、総務にかかわる

部分では公共施設の方にかかわっている

んですが、公共施設のやることはさるこ

とながら、先ほども言いましたように、

市民の暮らしを考えたときに、２０１１

年に地上デジタル化に変わるときに、今

の現状をどうなんやと、集合アンテナを

いろいろ公共施設につけることによって、

その電波障害で救われる市民の方々とい

うのは非常に多く出てくるんではないか

なというふうに思ってるんですよね。

　だから、予算のシフトではそういう項

目によっての使い方について、今回、提

示されて、まだ残りというのは、ちょっ

と地域活性化補助金ともう一つは大阪府

のふるさと創生の５，６６０万がちょっ

と混在するかもわかりませんが、そういっ

たその５，６６０万の中でも、本来やっ

たら２１年度に２，１００万まで執行し

なさいということの内示条件ながら、今

回１，３００万であって、残り８００万

近くが横にたなざらしになってると。２

２年、２３年に残り４，６００万ほどを

今度緊急駆け込みみたいに、今、提示を

されましたけれども、これらは本当に緊
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急雇用創出事業に私はつながるんかなと

いうやつも一方では疑問です。

　もう一方では、そういったことの予算

で、今のその地上デジタル化の中で、さっ

き言いました生活保護の世帯も大事です。

　もう一方では非課税世帯の、本当にぎ

りぎりのところで恩恵を受けられてない

方々への救済、並びにそういった一般市

民へのその救済措置というのが、今やら

なければならない大事な事業ではないか

なと。　その中でも、この地上デジタル

で、先ほどの総務省からの通告というの

は、テレビが買いたくても買いかえられ

ない、アナログで見なければならない人

のチューナーということは非常にわかる

と思います。しかしながら、今度、デジ

タルテレビをぎりぎりの線で買って、い

ざ家に持って帰ってきたら映らない。こ

れは何やいうたら、アンテナまで取りか

えなければならないし、障害物がある。

　そういったところに手を伸ばすのが本

来の地方行政ではないのかなと。だから、

今回の国の経済危機対策事業、並びに一

方ではその緊急雇用創出事業についてで

も、そういった目線に立って、もう一度

見ていただくのと、もう一方では、やっ

ぱり経済の活性化となれば、今、項目が

上がっているものも必要と思いますけれ

ども、一方では中小零細企業の方々が、

本当にこれから貸し渋りに遭うんではな

いかなという一方での不安もあります。

　そういったところで、銀行を含めなが

ら、やっぱり協力体制を組める産業振興

課を窓口にしながら、そういう体制づく

りを本来やるべきではないんやろかなと。

　一方では、これも所管がまた違います

から言えませんけれども、一般質問でも

言った、ああいった部分の中で、個別の

対策だけではなしに、これが恒久的に生

かせるような対策を組むべしやなという

ことが、この残り四千数百万の中の考え

方にあるんではないかなと。

　その中でも、平成２１年度の事業につ

いての資料もいただきまして、先ほどちょっ

と見ておったんですが、政策から平成２

１年度の事業の中間報告の資料も出され

ました。私はそれぞれの課、部門という

のは、それぞれが来年度どういう事業に

持っていこうとか、それぞれの部署によっ

ていろいろな構想を持っておるわけです

ね。女性政策ならば女性政策として、男

女共同参画に対する基本方針を持ってま

すし、摂津市全体が総合計画があります。

　それは次なる予算措置のまちづくりの

ためにそれぞれが事業計画組んでるわけ

ですね。だから、こういった緊急雇用対

策が上がってきたときに、そういう部分

で平成２１年度で予算計上をしたくても

できなかったような案件が、こういった

ところに生きてくるのが私は道理だとい

うふうに常々思ってるんですよね。

　今回のそういった、もう一度言います、

今度は５，６６０万の予算が内定した段

階で、どういうふうな庁内議論をやって

これが生まれてきたのか。

　先ほどの地上デジタルのやつもちょっ

とご答弁いただきたいと思うんですね、

そういう考え方にシフトできないかとい

うことをね。それをお聞かせいただきた

いなと。

　もう一方、午前中も言いましたけれど

も、財政運営の基本的な考え方、もう一

回繰り返しますけれども、市債の発行額

をいかに抑え、そして基金をいかに温存

するか、これは基本的な考え方で、もち

ろんプライマリーバランスまで持ってい

くのが本来の財政運営の健全運営だとい

うように思っています。

　しかしながら、多様化する市民ニーズ

があるから、どんどん歳出というのもふ
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えていくのも事実やから、その中で市債

の発行もし、基金を温存しながら必要な

ところに必要な自主財源で補っていくと

いう考え方もわかります。その中での公

債費の元金償還を超えない市債の発行の

方針、これは部長、方針は今まで言うて

る分で、それこそ公債費の償還額も毎年

減ってくるから、もうそれは、そういう

方針は変えるということはやむなしとい

うことは、我々は理解しているんですが、

理事者として明確にその方針を打ち出し

ていただきたいなと、方針転換も。それ

が将来の中期財政見通しで見えない課題

解決のための僕はもう一方での手段だと

思います。この際、これまでの財政運営

の基本的なところの方針転換、これは明

確にご答弁いただきたいなと思っていま

す。

　それから、今後そういった財政見通し

を考える上でのこれからの課題といたし

まして、先ほど総務部長から部分的には

お聞かせいただきましたが、副市長の方

で今後の摂津市の行財政運営での課題に

ついて、お答えをいただければありがた

いなというふうに思っております。

　本当に今、大変な状況になっていると

いうふうに思っておりまして、この中期

財政見通しのこの状況を見ますと、先ほ

どの部長の答弁も聞きますと、歳出で２

０億、歳入減で１０億、来年度になって

きたら当初予算組むのに、ことしの状況

から見ても３０億ほど中止をしなければ

ならないというのが今、見えてるわけで

すよね。だから、その辺の今後の見通し

についてもお聞かせいただきたいなとい

うふうに思います。

○野口博委員長　宮部次長、雇用創出の

基金の関係は、追加分で５，６６６万１，

０００円きたけれども、大阪府の方が４

割を２１年度事業として展開してほしい

と、市政方針にもあったけれども、実際

１，３００万円組んだと、その判断と、

残りその分残り四千数百万ついて、それ

を活用してこの地デジの方の対応をでき

ないものかという考え方、二つでちょっ

と質問あったと思うんです。まとめてちょっ

とご答弁を、両方でお願いしたいと思い

ます。最後に副市長、お願いします。

　宮部次長。

○宮部総務部次長　午前中のご質問に対

する答弁でも申し上げましたけれども、

この緊急雇用の積み増し分、通知もあり

まして、今回につきましては、医療、保

健、介護分野で２分の１以上というよう

なことがございましたので、その福祉関

係課もその説明会に一緒にまいりまして、

事業を考えたわけでございますけれども、

関係課につきましては、体制が２１年度

中の体制は難しいということで、一たん、

府への報告を先送りをさせていただきま

した。しかしながら、この９月に大阪府

より何とか緊急雇用ということでござい

ますから、２１年度中に４割程度実施し

てほしいというふうな、これは労働部の

方から依頼がございまして、何とか私ど

もも、２１年度中に実施できないものか

と考えまして、この補正予算の３事業プ

ラスこれから上げます一つの事業、４事

業を上げたわけでございます。

　その５，６００万円の分につきまして

は、デジタル対応ということがございま

したけれども、この緊急雇用につきまし

ては、物の事業というよりは、人を雇う

と言いますか、緊急雇用事業につきまし

ては、６か月を限度として、失業者ある

いは高齢者を新規雇用するというふうな

事業でございまして、事業費のうち、７

割以上が人件費で、そのうちの４分の３

以上が失業者、新規雇用という制約がご

ざいます。その中で事業採択しているわ
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けでございますけれども、この場でお示

しいたしましたように、まだ内示残額と

いうのがございます。その中で事業とし

てはまた考えてまいりたいと考えており

ます。

○野口博委員長　奥村部長。

○奥村総務部長　それでは、市債発行の

基本的な方針変更ということで、その前

にちょっとご説明をさせていただきたい

と思います。

　補正予算の３０ページ、３１ページの

ところに、前年度末の現在高、それから

当該年度末の現在高、書いてあります。

　これで、午前中のご指摘の中に、普通

債については現在高は減少していると。

　それから、その他の分についてはむし

ろ上がっているというご指摘だと思いま

す。この普通債と言いますのは、いわゆ

る建設事業債にかかわるものでございま

して、そこの分については相当、建設事

業費を、最近におきましては抑制をして

おります。

　過去１０年間を見ますと、平成１１年、

あるいは１２年、１３年におきましては

４０億とか３７億とか２９億とか、多額

な建設事業費を執行しております。当然、

この建設事業費の財源は、当然地方債に

求められますので、２０億とか、あるい

は２４億、１５億と、多額な建設事業債

を発行しております。

　その１４年以降になりますと、かなり

建設事業費を抑えております。一番最低

の年でいきますと、平成１６年につきま

しては、建設事業費は６億６，０００万

ということで、かなりの金額に落として

おります。これに伴いまして、ここの地

方債は１億９，０００万ということで、

地方債もかなり落としております。

　それが、平成２０年になりますと、例

の吹田操車場の跡地の買収がありますの

で、建設事業費は上がっておりますが、

ここのところでも一応、地方債につきま

しては半減をするということで、かなり

抑えまして、１０億ぐらいの建設事業債

というふうになっています。これらのこ

とから、普通債の分については減少して

おります。

　逆にその他の欄なんですが、ここには

地方税の減収補てん債とか、臨時財政対

策債等々ございます。これは性質的には

むしろ赤字市債に当たるであろうという

ふうに思っております。そういう部分で

は、これは今の財政状況の中で、これら

の市債発行で何とかやりくりをしている

というのが現状でございます。

　そういうことからいきますと、今回に、

当該年度中の起債見込みが３３億になる

わけですが、元金償還金は３５億と、余

りすき間がなくなってまいりました。そ

ういう部分では、ここの元金償還が今ま

での市債発行でかなり抑えてきますので、

当然今後の元金償還もかなり低くなって

まいります。それを守ろうとすれば、い

わゆるその市債発行の分も非常に窮屈に

なってくるというふうなことも考えられ

ます。そういう部分では、今までの方針

とは若干変更させていただきながら、当

然、これを超えても仕方がないというふ

うには我々思っておりますが、ただ午前

中に言いましたように、実質公債費比率、

やはりこれの推移については、我々注目

をしながら発行していかなければならな

い。ご指摘のように、経常収支比率も当

然、公債費の償還によっては率が上がっ

ていきますので、絶えずそういうことの

数値をしっかりと確認し、あるいは分析

しながら財政運営に当たっていかなけれ

ばならないというふうには思っておりま

す。そういう部分では、これは元金償還

以上の発行があったとしても、やはりそ
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んなことで、細心の注意を払いながら適

切な財政運営に努めていきたいというふ

うに思っております。

○野口博委員長　小野副市長。

○小野副市長　宮部次長の方が言いまし

たように、今回、２１年度補正予算を財

源したもので、九つあります。全体で５

億８，０００万ぐらい持っておりまして、

それでただ、これが交付決定なり、交付

の上限額まで決まったものと、内定とか

内々定とか、まだ未定を持っております。

今、三好委員言われた中身について、例

えばこの今回のその中での緊急雇用創出

基金事業５，６００万のうちのあと４，

０００万について、介護、医療、福祉と

いうようなことを言っておりました。

　それでもう一つ気になるのは、確かに

市長が言いました民生所管ですけれども、

いわゆる商業活性化条例との関係は、ど

う魂を入れていくかということの視点も

やはり要るだろうなと、ここもひとつきょ

うの中で明らかになってくるだろうなと。

　それから、経済危機対策の問題で、一

応決めたんですが、補正予算債に入れな

がら決めてる部分もあるんですけれども、

若干また教育委員会の方で、ちょっとま

だ国がどう動いてくるかということがあ

ります。

　そういうところの中のすき間と言いま

すか、地デジ対策というようなことも念

頭に置きながら、一遍検討させていただ

きたいなというふうに思っていますので、

よろしくお願いいたします。

　総務部長から言いましたように、きの

うの民生でも若干こういう議論になりま

して、総務委員会に出ておることなんで

すが、きのうも言いましたのは、これこ

そ総務委員会で言わなあかんのですが、

例えば平成１１年に人件費は８４億あり

ました。平成２０年で６６億まで落ちま

した。これは地域手当の１０％とか６％

というのも、あれも大きく影響してます

が、給与水準問題とそれから人員問題で、

１８億は落ちてきたと、これがなければ

大変なことだったろうなと。ところが、

その時点での扶助費は３１億だったもの

が、２０年決算で５６億まで上ってます

から、人件費で追いつかない分が扶助費

でもう食われてしまっておるというふう

なことが出ておると。ここのところです

ね、これからも多分とめようがない、確

実に扶助費が上がっていく部分だと思い

ます。

　それともう一つは、さっき総務部長が

言いましたように、まさしく平成１７年、

苦しんだのは、市債の発行に公債費の償

還が１７年ピークだった。あのとき６４

億まで返して、今が３７億までいってお

ると。そのときの建設事業費は最高で、

平成４年、５年、１１０億、１０９億を

発行した事例がありました。

　今、総務部長言いましたように、今、

投資的経費は最悪最低で平成１６年の６

億６，１００万、ちょっとこのごろふえ

てきて、２０年度２８億ですから、これ

とても平成４年、５年というのはもう何

の中身というのは言いませんが、２年間

２００億からの投資的経費、それが１７

年度に苦しんだ最大の要因でありますか

ら、こういうことのやつはバランスとか

を見ながらやっていかないと、さっきも

言いましたように、臨時財政対策債にし

たって補正予算債にどう集めてくるかと

いうこと、よく見ながら、総務部長が言っ

た市債の発行というのは、起債の元金償

還以内というのは、これは外していかな

いと、これからの事業展開を考えますと、

そこでもバランスは見なあかんなという

大きな課題があるなと、このことをまた

ご理解願いたいと思います。
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　確かに摂津の財政は、資本費平準化債

と企業誘致条例と臨時財政対策債等とで

もってきたということで、今日まできま

した。このことは事実であります。ただ

今後、今は若干、まさしく第４次行革の

中身でございまして、一応２２年度から

２６年度はそこに網羅したいと思ってお

ります。それで２２年から２６年の中身

というのは、一つは人件費と人員抑制の

具体化をきちっと示したいと思っている

ことと、それからもう一つはやっぱり人

材育成であります。市長はよくやる気の

問題と言いますか、少数でやるときに、

この本当に焦点を、人材というのは、材

は材料の材もありますし、財産の財もあ

りますが、ここに大きく焦点を当てなきゃ

ならないというふうに思っております。

　それからもう一つは、土地の売却問題

であります。簡単に申しますと、普通財

産で行政目的がなかなか持ち得ないもの

もちょっと持っておりますので、これを

持っている限りは、固定資産税も個人市

民税も入らないということも事実であり

ますから、ここは議会で相当な議論を要

ると思いますが、この部分もきちっとやっ

ぱり売るものは何か。今じゃだめなんで

す。今は一番底ですから、条件整うとき

というふうなことありますが、それと残

すべきもの、残すべきものに対してどう

いう考え方を持つかということ。

　それから、総務委員会で出てます公社

の簿価の中身を今後どう見るかというこ

とも、大きく横たわるだろうなというこ

とを考えております。

　それから４点目には、１次、２次、３

次の積み残してきた分の整理をしたいと

思っています。今日まで積み残した部分

がありますので、それの形を考えていま

す。それで、今後の大きな形というのは、

課題は大きくは扶助費の問題はこれ避け

られないというのが一つあります。それ

から総務で議論になりました、今のとこ

ろ、若干目をそらしている感があります

が、施設は確実に経年劣化しておる。ほっ

ておけば確実に高くなるということが見

えております。これは集会所にしろ、何

にしろ。この経年劣化を今までやってお

りませんけど、ここを見過ごしておると

大きな財政負担を伴うだろうと。

　それからもう一つは、人口増加をどう

図るかというのが大きな視点であります。

　四つ目には特別会計、これまた資本費

平準化債の問題は発行させてもらわなきゃ

ならないと思ってますが、それとともに

国民健康保険等の問題が、これは赤字が

積み上がっておりますから、もう来年度

どうするかということになります。これ

の繰出金との関係。

　それから五つ目には、ちょっととめて

おりますけれども、大阪府の方も身軽に

なって、何か我々のところに持ってきて

るんじゃないかという感がありますから、

大阪府が提案しておるその地域主権とい

うやつがありますが、それであれば、大

阪府が持ってくるときはどれだけの財源

がつけてくれるんですかというようなこ

とですね。ここをよく見てみないと、余

り大阪府の手に乗ってしまうと危ないな

と。しかしこれ、流れはもう確実にあり

ますから、大きくはこういうふうなこと

を第４次行革のベースにしとかなあかん

ということを一つ思っております。

　それからもう一つの課題の歳入によっ

ては、これもう確実に人口減少で、個人

市民税はもう減るということは見えてま

すから、ここのところの人口増加の問題

もあります。

　それで、今後、吹操跡地問題も含めて、

これをやっぱり就労人口増加、固定資産

税、個人市民税、どううまく入れられる、
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投資はしました、それらのとことの考え

の問題があります。

　それからもう一つは、法人市民税の問

題は、今後、税法改正等々でどう動いて

くるのか、この辺がまだちょっとわから

ない。ここもよくよく見ておかないと、

底の浅い摂津としては、非常にちょっと

注目をしなければならないなということ

を一つ思ってますのと、それからもう一

つは、今言いました臨時財政対策債、総

務部長の方が専門ですが、これがどうなっ

ていくのか、これのところもまだ今はっ

きりしないというふうなこと。それから

税源移譲と権限移譲の問題。それから企

業誘致については、これ真剣に考えない

と、隣のまちで、前から言ってますよう

に、設備投資しようとしたときには、税

の減免を一定期間するとか、そういうこ

とによって、できるだけいい企業にきて

もらうというようなことを事実やってる

わけですから、このことについては、摂

津は法人税で持ってるんですが、摂津で

いてるのか、他へ移るのかということ、

これはとめられません。そういうときは

遅いですから、やはりそこのところをよ

くよく考えておかないと、産業で立地し

ているまちとしては、そこを私は前から

言ってるんですが、そこをきちっとやは

りもう一遍議論した上で、企業が、いい

企業が来ていただけるような、またここ

で設備投資をしてもらえるような、施策

というのはやっぱりこれから産業の一つ

の大きな考え方として、しなきゃならん

というふうに思っております。

　そういったことで、これからの考え方

の中身、課題とか申し上げましたけれど

も、その歳入の面とそれから歳出の面に

おいて、今申し上げたような形できちっ

とやっていかなければならないと思って

います。

　それで、きょうも出ました生活保護世

帯の問題も、８０人に１人とかいうこと

で大阪府はやっておりますが、もう守口、

門真にしろ何にしろ、１３０人とか、１

２０人とか、摂津も１００人超えたかも

わかりません。こういうところはどうし

ても採用していかなきゃならない。摂津

としてのこれからを考えますと、保健師

さんの問題だったって、環境技術職、土

木建築、そういったところまできちっと、

やっぱり手当をしなきゃならない。そう

いうところの中では、今回の現業統一行

動で、具体的にやはり現業の職員にも努

力してもらっておりますけれども、そこ

のところにきちっと理解を得ながら、摂

津としてやはり特例市、中核市に囲まれ

ている摂津として、生き残っていくため

には、やっぱり最後は人材だというふう

に思いますので、ここのところもめり張

りをつけなきゃならない時期にきたとい

うふうに思っています。

　そういったことの形を、１１月の中旬

から１か月かけまして、一応案としての

やつを、あれは人事がつくったものだ、

政策がつくったものだとなっては困りま

すので、もう１次、２次、３次で嫌気さ

してる職員もおるかもしれません。また

行革かと、どこまでやるんやと聞こえて

きそうでありまして、そうしますと、や

はりこれは職員でもう一度議論しました

が、もう一度この案を１１月下旬から１

か月かけて返して、そして原部、原課の

意見も聞いた上で、部長の意見も聞けと

いう議論もこの前、部長会でありました。

そういったことが議会に見えないと、ど

こでつくった案かになりますから、三好

委員おっしゃるとおりであります。

　そういったことで、この４次行革をす

れば、項目はもう全部入っておると。時

間はどうか、ここに入っておりますとい
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うことぐらいにやらないと、それだけの

気を持ってやりますので、議会の方にお

示しできるのは１月にはこの成案として

お示しをしたいなと。ただこれも会派懇

談等々の問題もありますから、ある程度

そこで申し上げておかないと、２２年度

予算で引いてくる部分も出てきますので、

だからその辺のところはうまく会派との

関係とか、会派要望とかそれらのものが

ありますから、それもにらみながら、ちょっ

とそれの時期を逸してしまうと、これま

た議会とは全く調整がとれておりますか

ら、それの議論もできてない要望案とな

りますから、その辺もよく見ながらやっ

ていきたいなというふうに思っておりま

す。

　いずれにいたしましても、第４次行革

の中に、一定そういう三好委員言われた

部分、それから我々が気づかなかったも

のもありますので、それらも一遍議論し

ながら入れ込んで、１１月中旬から１か

月間の各部課長ヒアリング、最終でまと

めていきたいと、できるだけ早くお示し

したい。そこに今言われた部分が、ほと

んど入るだろうというようなことを思っ

ています。そこで出さないと議論がなか

なか進まないなということを感じており

ますので、今、三好委員おっしゃった中

にも、私も感じたものがありますので、

それも入れながらもう一度制度設計した

いなというふうに考えているところでご

ざいます。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　それぞれ所管の責任者

からご答弁をいただきまして、この補正

については、それ以上のことは言いませ

んが、本当に今、大変厳しい状況が続く

中で、歳入が落ち込んでいく、それから

歳出はどんどん膨らんでいく、こういっ

た環境下の中で、僕は今の現政権がマニ

フェストが云々と、我々も同じところで

ございますけれども、先ほど総務部長か

ら話がありましたように、今日の環境を

考える、社会情勢を考えていく中で、や

はりそういった公債費とその市債の発行

の基本原則は、社会情勢の変化とともに

変えていってもいいんではないかなとい

うふうに私も思っています。

　一方では、やっぱり財政指標はどこか

でやっぱり歯どめはしなければならない

ので、そういう視点に立ってでも、どう

言うんですかね、たがを緩めないように、

ぜひとも全部門に対して、今の置かれて

いる状況を十分に浸透していただきたい

なというふうに思っております。

　我々も口酸っぱく言うてるのはそうい

う部分で、今日の摂津市の財政がもって

るのも、一時期ピーク時１１０億の基金

を抱えておりました。それがあったから

こそ、今日まで持ちこたえているという

ふうに思っていますし、さらに一般家庭

で換算いたしますと、現在の基金４０数

億というのは、非常にまだ不安定要素も

あります。できる限り、将来への投資も

含めながら、自主事業が可能な、安定的

に運営ができる、そういった財政運営を

ぜひとも試みていただきたいなと、今後

も。

　これはもう一般質問でもまた改めて行

いますけど、先ほど副市長から総括的な

答弁いただきましたが、我々やっぱり気

になってるのは、今、摂津市が進行しよ

うとしているのは、第４次総合計画、

（仮称）第４次総合計画を今、策定中で

ございまして、それと並行して、第４次

行財政改革をつくらなければならないと。

　第４次総合計画になると、これは平成

２３年から平成３３年までの事業計画で

あって、それが完成するのが平成２２年

でございます。今の第４次行財政改革と
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なると、その部分の年度間調整が非常に

重要になってきまして、それをどういう

ふうに整理をしていかなければならない

かというのが、我々も課題抽出をしてい

ただくのは非常にありがたい。ただしそ

れが、やっぱりやろうとしたときに、行

動計画、アクションプランにつながって

いくような、やっぱり計画を組まなけれ

ばならないだろうと。

　今言われている課題は、それぞれ列記

していただいているのはわかります。い

かにそれを、どの時期にどれだけのこと

を効率的にやるかというのは、非常に今

後難しくなってくるんですね。だから今

の体制でいけば、人員は定員管理で７０

０名体制と言われているけれども、大阪

府の今の方針からいけば、後期高齢者医

療も含めて、それが要は地方自治体にか

ぶってくる可能性ありますし、介護保険

も含めてすべて地方に押しかかってくる

可能性あります。これはもう７００名の

定員管理を逸脱したことをやらなければ

ならない。そのときにやり方というのは、

今まで人１人が一つのテーマで抱えて、

自分の仕事だけをやってる時代はもう遅

くなってくる。これからは多能工職員と

いう、１人が何ぼも職種を抱えながら、

それが以前言うたように係を廃止した基

本的な原則で、垣根を壊しながら隣の業

務もできる、こういったやっぱり人材の

組織づくりと人材の育成、これにもかかっ

てきてると思うんですね。

　もう一方では、歳入も考えたときに、

生産力人口、ただ単なる市民人口、国の

人口を考えるだけでなしに、生産力人口

推移を考えないと、やはり収入も減って

まいりますし、今度支出はふえてくる。

　そのときに支える側が非常に減ってく

るというのが、これからの大きなもう一

つの課題やと思います。もちろん安定的

に入ろうと思ったら、市民税をふやすた

めに人口をいかにふやしてくるか、人口

をふやすためには、いかに皆さんが住ん

でよかったと言われるまちづくりを目指

していくかということにかかってきます

けれども、そういったことの中で、今回、

中期財政見通しを見ているときに、そう

いった新たな視点でのまちづくりを行う

には、非常に財政いうのが厳しい状況や

なということが言われてました。だから、

今回のこの補正の中での、僕はもう、も

う一度言います。市債の発行、それから

国の補助金を受けたからそれはやります

という部分が、今日までの本来財政が厳

しいからいうて抑えてきた視点がちょっ

とずれたんかなというふうな感がしてな

らないんですよね。今やれるから、国が

補助金出すから、もう駆け込みやからや

れというような、ややもするとそういう

ことが作用したんではないかなというの

が今回の補正予算で見れるん違うかなと。

　それで必要な、先ほど言いましたよう

に教育予算でおりている国の補助金での

地上デジタルで、市民には還元できない

けれども、一方での地域活性化事業とか、

ふるさと創生、いろんな補助金がおりて

くるんで、改めて言います。市民に還元

できる地上デジタル化の予算趣旨は、ぜ

ひとも補正でもいいし、できたら補正で

皆さん方が不安がっている、改めていろ

んなところに問い合わせいったり、また

電気屋へ走っていったり、こういったこ

との不安を解消するために、ぜひともこ

の１２月の予算の中で、市民に対する地

上デジタル化ということを、ぜひとも入

れていただくことを要望として、質問を

終わらせていただきます。

○野口博委員長　ほかに質疑ありますか。

　川端委員。

○川端福江委員　私の方はもう皆、さま
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ざまな委員の方が質問をされましたので、

１点だけお伺いさせていただきたいと思

います。

　今、政権交代に伴いまして、さまざま

な２００９年度補正予算、子育て応援特

別手当等も停止になっております。そう

いった形で、いろんな形で出てきており

ますけれども、今、国の全体の流れです

ね。それをどれだけ掌握されているのか

というか、また摂津市行政においての全

体の流れをちょっと部長の方から教えて

いただきたいと思いますので、その１点

だけよろしくお願いします。

○野口博委員長　精査してご答弁を。

　総務部長。

○奥村総務部長　補足説明のときにもちょっ

と説明させていただいたように、今回、

補正予算の一時執行停止ということで、

それぞれはっきり決まった項目もあれば、

まだ事務レベルの中ではまだ決まってな

い部分も当然ございます。

　それで、政権交代で、いろんな民主党

政権のマニフェスト等々見てみますと、

我々に直接かかわる部分をちょっと紹介

させていただきたいと思います。

　７月末に民主党のマニフェストの中で、

市民の方も含めて、我々の地方公共団体

含めて影響するであろうというものが、

出産一時金の改定、これございます。そ

れから子ども手当の創設。それから公立

高校の実質無償化。あるいは私立高校生

の学費負担の軽減。それから生活保護の

母子加算の復活。きょうの新聞を見てみ

ますと、何か１月ぐらいから復活という

ようなことも新聞、載っておりました。

　それから障害者自立支援法の廃止。そ

れから、高速道路の原則無料化。それか

らガソリン税の暫定税率の廃止。それか

ら後期高齢者の医療制度の廃止。補助金

制度が地方が自由に使える一括交付金の

制定。それから中小企業向けの法人税率

の引き下げ等々ございます。

　これらについて、はっきりしているも

のも、それから、これから２年、３年か

けて検討するもの、いろいろ混在してお

ります。先ほど言いました母子加算の分

なんかは、もう早々に実施されるであろ

うというふうには思っております。それ

から、ガソリン税につきましては、来年

４月からは要は暫定税率の廃止というふ

うに言われていますが、ただこうしたと

きに、もちろん消費者の人には２５円ガ

ソリンが安くなるんですけれども、我々

地方公共団体に交付金やあるいは譲与税

がどういうふうに影響してくるのか、こ

れはまだわかりません。

　そういうふうなことを考えますと、来

年の当初予算が９５兆円を超えるような

膨大な予算というふうになっております

が、いわゆる国債、赤字国債を発行して

までそういう歳出を確保されるのか、あ

るいはもう少し、９２兆円以下の要は査

定を通じて予算を抑えていくのか、それ

すらもわかりませんので、どういう影響

が出てくるかはわかりません。

　先ほど言いましたように、マニフェス

トの分でいろいろ本市に、あるいは地方

公共団体に出てくる影響の分をちょっと

紹介させていただきました。今後の推移

については、新聞等々の報道なりを注視

をしながら、いろんなことに情報収集に

当たりたいというふうには思っておりま

す。

○野口博委員長　以上で質疑を終わりま

す。

　暫時休憩します。

（午後　１時５６分　休憩）

（午後　１時５７分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　議案第４６号の審査を行います。
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　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　質疑なしと認め、質疑

を終わります。

　暫時休憩します。

（午後１時５８分　休憩）

（午後２時　　　　再開）

○野口博委員長　再開します。

　これから討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　討論なしと認め、採決

いたします。

　議案第４１号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（賛成する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第４６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（賛成する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　以上で、本委員会を閉会いたします。

　　　（午後２時１分　閉会）

委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

　　　　　

総務常任委員長 野 口 　 博

　　　　　

総務常任委員  村 上 英 明

－39－


